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１．革新的未来型エネルギー生成・変換の方式、材料、システム化 

 

（１）評価対象研究推進委員会： 

「革新的未来型エネルギー生成・変換の方式、材料、システム化」研究推進委員会 
 

（委員長） 棚澤 一郎 日本大学工学部教授 

岡  芳明 東京大学大学院工学系研究科教授 

木村 逸郎 (株)原子力安全システム研究所技術システム研究所長 

齋藤  忠 東京農工大学工学部教授 

中塚 勝人 東北大学副総長 

 

柳父  悟 東京電機大学工学部教授 

 

（２）評価対象研究プロジェクト 
 

番
号 研究プロジェクト名 プロジェクトリーダー 

1 極限放射線環境下での材料挙動のモデリ
ングと新材料開発のための基盤的研究 

勝村 庸介 (東京大学大学院工学系研究科附属原子力
工学研究施設教授) 
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極限放射線環境下での材料挙動のモデリングと

新材料開発のため基盤的研究

Basic Research on the Development of New Materials 
Used under Strong Radiation Fields 

 

プロジェクトリーダー

勝村 庸介 東京大学大学院工学系研究科附属原子力工学研究施設・教授

１．研究目的
10 年前に世界に先駆け東大グループが提案し

た 超 臨 界 圧 水 冷 却 原 子 炉 は 超 臨 界 水
(>374°C,>22.1MPa) を冷却材として使用するため、
稼動温度が上がり、現行の軽水炉の三割も高い
44％程度のエネルギー効率が見込め、現行炉より
簡単な構造を持ち、かつ小型化で、さらに超臨界
火力発電所の機器が共通に使用できること、現在
の技術の延長上にある等の利点があり、経済的な
原子炉と期待されている。その実現には様々の技
術的課題を解決する必要がある。このうち我々の
得意の分野の課題を取り上げ、基礎科学的なアプ
ローチによりその技術基盤を整備することを目的
とした。(1) 量子レベルモデル開発による耐環境
性材料評価と設計(関村直人)、(2) 高温高圧下流
体の伝熱劣化現象模擬実験と数値シミュレーショ
ン(班目春樹、岡本孝司、越塚誠一)、(3) 高温高
圧水放射線反応と水化学(勝村庸介)、(4) 極限環
境下計測材料の劣化機構の解明と耐劣化特性評価
(高橋浩之)、の四つの項目で行った。

２．研究成果概要
量子化学モデルを用いた耐腐食性合金材料開

発：[1], [2]
高温腐食環境下での材料の原子レベルでの腐

食挙動をその場観察できる実験装置構築を行い、

それを用いた観察データに基づき、分子動力学
などの手法によるモデル化を進め、耐腐食性新
材料の開発設計手法の確率のための基礎的研究
を実施した。超高純度シリコンの表面第１層原
子の放射線損傷の定量的評価と表面原子サイト
による欠陥形成過程を調べた。シミュレーショ
ンの対象として(1)点欠陥形成効率評価、(2)材
料変形挙動評価、(3)放射線環境下材料特性変化
のモデリングと線量率効果を検討した。

高温高圧下流体の伝熱劣化現象模擬実験と数
値シミュレーション：[3],[4]

二酸化炭素を疑似臨界点近傍温度にして、矩
形流路を垂直上昇させながら片面加熱する強制
対流熱伝達の条件にし、シャドウグラフ及びシ
ュリーレン干渉系により流路内の密度分布を光
強度分布画像として取得した。この画像は、世
界でも初めての流動可視化画像である。画像解
析を行うことで、過渡変動流速分布を計測し、
その速度分布を明らかにした。さらに、超臨界
圧二酸化炭素の疑似臨界点近傍における強制対
流熱伝達時の流れ構造を可視化することにより、
熱流束がある一定の大きさから、比較的大きな
構造(幅約 1.5mm、高さ約 2.5mm)を持つ流体塊が
超臨界状態でも発生することがわかった（図 1）。
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超臨界圧水熱流動の r-z２次元数値シミュレー
ションコードを開発した。蒸気表を組込むこと
で超臨界圧水の激しい物性変化に対応すること
が可能になり、超臨界圧水では伝熱劣化現象を
適用範囲に含んでいることも大きな利点である。
超臨界圧軽水冷却炉の設計研究に適用しやすい
式中に壁温を用いない熱伝達相関式を導びき、
グリッドスペーサによる伝熱向上のシミュレー
ションを行った。

高温高圧水放射線反応と水化学：[5],[6]
超臨界水の放射線化学研究が全く行われてい

なかったことから、実験手法を確立し、これを
用いて超臨界水の放射線化学反応の特徴を明確
にした。(1) 水和電子の観測(図 3)、(2)SCN- 水
溶液系の高温水、超臨界水中の観測、(3)HCO3

-、
CO3

2-水溶液(4)銀原子、銀の二量体イオンのスペ
クトル変化、(5)ベンゾフェノン水溶液中の放射
線反応、(6) 高温水中の水分解 G 値の評価、(7)
γ線ラジオリシス、等の実験を実施した。

３．結論
(1) 新たに開発したイオン加速器結合型トンネ
ル顕微鏡を構築し、放射線損傷のその場観察
を可能にした。また、照射環境における材料
特性変化モデル開発を行い、様々な時間・空
間レベルの材料挙動計算機シミュレーション
を組み合わたマルチスケールモデリングを実
現した。

(2) 超臨界圧二酸化炭素の疑似臨界点近傍にお
ける強制対流熱伝達時の流れ構造を可視化し
た。構造を持つ流体塊が超臨界状態でも発生
することがわかった。画像処理を行うことで
２次元流速分布を定量的に取得できた。

(3) 超臨界水中の水和電子の存在を世界で初め
て確認するとともに、スペクトルの圧力依存
性を見い出した。各種ラジカルの吸収スペク
トルの大きな温度依存性の観測し、ラジカル
の種類に依存する事が分かった。超臨界水中
の水分解 G 値の評価から、著しい圧力依存性
を見い出した。

(4) 日本で初めて超伝導転移型マイクロカロリ
メータによる蛍光 X 線分析を行ない、高分解
能特性について実証的な結果を得ることが出
来た。

４．主な発表論文
(1) N. Sekimura, Y. Shirao, H. Yamaguchi, S. 

Yonamine and Y.Arai, "Defect Cluster Formation 
in Vanadium Irradiated with Heavy Ions", Journal 
of Nuclear Materials 271&272 63-67 (1999).  

図
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極限環境下計測材料の劣化機構の解明と耐劣
化特性評価：[7], [8]

超伝導体の転移領域を利用した温度計と熱的
なフィードバックを組み合わせた次世代型のＸ
線マイクロカロリメータのＸ線検出技術を開発
し、優れたエネルギー分解能と高計数率の両方
を実現した。

イリジウム(Ir)と金(Au)を用いた超伝導近接
二重層による超伝導転移端Ｘ線マイクロカロリ
メータを開発した。超伝導転移温度 Tc=110mK、
温度感度α>300 の良好な特性を持つ。55FeＸ線源
から Kα線を拡大し、エネルギー分解能 9.4±
0.5eV が得られ、応答時定数は 34µsec であり良
好な分解能と比較的高速な時定数の達成を確認
した。

(2) N. Sekimura, T. Morioka and K. Morishita, 
"Modeling of Cascade Damage Interactions by 
Monte-Carlo Method", Journal of Nuclear 
Materials, 283-287 758-762 (2000). 

(3) K. Okamoto, J. Ota, K. Sakurai and H. Madarame, 
"Transient velocity distributions for the supercritical 
carbon dioxide forced convection", J. Nuclear 
Science and Technology, (Submitted). 

(4) K. Kitoh, S. Koshizuka and Y. Oka, "Refinement 
of Transient Criteria and Safety Analysis for a 
High-temperature Reactor Cooled by Supercritical 
Water," Nucl. Technol., 135, 252-264 (2001). 

(5) G. Wu, Y. Katsumura, Y. Muroya, X. Li and Y. 
Terada, "Hydrated Electron in Supercritical and 
Supercritical Water: A pulse radiolysis study", 
Chem. Phys. Lett., 325, 531-536 (2000). 

(6) M. Mostafavi, M. Lin, G. Wu, Y. Katsumura, Y. 
Muroya, "Pulse Radiolysis Study of Absorption 
Spectra of Ag° and Ag2

+ in Water from Room 
Temperature up to 380 °C", J. Phys. Chem. A, 106,
3123-3127 (2002). 

(7) D. Fukuda, H. Takahashi, M. Ohno, M. Nakazawa, 
"Ir TES for X-ray microcalorimeters," Nucl. 
Instrum and Meth. A, 444, 241-244 (2000). 

(8) N. Yasuda, K. Uchikawa, K. Amemiya, N. 
Watanabe, H. Takahashi, M. Nakazawa and et al., 
"Estimation of the latent track size of CR-39 using 
atomic force microscope", Radiat. Meas., 34, 45-49 
(2001). 

3 水和電子吸収スペクトルの温度変化(250 気圧)

申28 55F 線源に対する波高スペクトル図 4 55FeＸ線源からの Mn Kα、Kβの各輝線（図左）。
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２．エネルギー利用の高効率化と環境影響低減化 

 

（１）評価対象研究推進委員会： 

「エネルギー利用の高効率化と環境影響低減化」研究推進委員会 
 

（委員長） 西川 禕一 大阪工業大学長 

川上 潤三 トキコ(株)代表取締役社長 

近藤 駿介 東京大学大学院工学系研究科教授 

新宮 秀夫 特定非営利活動法人京都エネルギー環境研究協会代表 

谷口 武俊 (財)電力中央研究所経済社会研究所上席研究員 

富田 彰 東北大学多元物質科学研究所教授 

 

渡部 康一 慶應義塾大学名誉教授 

 

（２）評価対象研究プロジェクト 
 

番
号 研究プロジェクト名 プロジェクトリーダー 

1 低環境負荷型高品位輸送用燃料の合成 山田 宗慶 (東北大学大学院工学研究科教授) 
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低環境負荷型高品位輸送用燃料の合成

Synthesis of Ecological High Quality Transportation Fuels 

プロジェクトリーダー

山田 宗慶 東北大学大学院工学研究科・教授

１．研究目的

本研究はエネルギーの高効率利用と環境影響低

減化の両立を念頭において、環境負荷の低い高品

位な輸送用燃料の新規な合成法の開発を目指す。

つまり、近年クリーン燃料として注目されている

FT オイル（FT-oil）、ジメチルエーテル（DME）、メ

タノール（MeOH）などを熱効率の高いディーゼル

エンジンで使用することにより、CO2 の発生のみ

ならず、NOｘ、PM、SOｘなどの大気汚染物質の

発生の抑制も期待できるので、これらクリーン燃

料を合成する新規で高効率な手法を開発する。

具体的には式(1)に示すように、現在は未利用で

分散しているバイオマスや小規模ガス田由来の天

然ガスなどの炭素資源をリフォーミング反応によ

り一旦合成ガスに転換し、次いでその合成ガスを各

種合成反応によりクリーン燃料に転換する。

小規模未利用炭素資源
→

リフォーミング反応 合成ガス（CO, H2）

→
各種合成反応 FT-oil, MeOH, DME (1)

このようなスキームを実現するために各要素反
応においては以下を目標とした。
(1) 合成ガス製造：天然ガス、バイオマスを主に、
石炭、炭層メタン、重質油等あらゆる炭素資源を
原料とし、触媒への炭素析出がなく長時間の低温
連続運転が可能なこと。合成ガスは、後続の燃料
合成反応を考慮した H2/CO 比および圧力を有す
ること。

(2) FT 合成反応：単流転化率が高く、かつ軽油留
分選択性が Anderson-Schulz-Flory 分布則による
値よりも高く、後処理工程（wax 分の分解や蒸
留）を簡略化できること。図１に示すように新規
なメソポーラス担体を設計する。

(3) メタノール・DME 合成反応：平衡上有利な低
温で高単流転化率を有し、未反応ガスの循環が不
用なこと。

(4) 耐久性触媒：耐硫黄性を有し、脱硫工程の簡
略化と触媒の長時間運転が可能なこと。

(5) 計算機化学：新しい分子設計技術を駆使して、
活性成分、活性点を効率よくデザインする。

(6) プロセス評価：LCA 、バイオマスや非在来型
炭素資源などの開発動向調査を行う。

図 1 メソポーラス担体による連鎖成長制御

２．研究成果概要

各要素反応の成果を現行プロセス、目標プロセ

スと共に図 2 に示す。分散型資源対応とするため

に現行プロセスに比べてパフォーマンスが格段に

向上している。

図 2 現行のプロセスとプロジェクトの目標値・達成度

以下、成果を各要素反応ごとに示す。

(1) 低温リフォーミング反応用触媒の開発：873 K
以下程度の低温でもガス化可能で、実バイオマス

のガス化を実用化ならしめる全く新しい

Rh-CeO2系触媒を見いだした。

(2) FT 合成反応の生成物選択性制御：メソポーラ

スシリカを Co 触媒の担体とし、含浸時の溶液の

pH を制御することで、活性が飛躍的に向上し、

503 K、2 MPa で C10〜C20炭化水素の STY が 500 

２ エネルギー利用の高効率化と環境影響低減化 理工領域
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g-C/kg-cat/h と目標値をはるかに越える活性を達

成した。

(3) 低温低圧メタノール・DME 合成：ギ酸エステ

ル経由のメタノール合成用の銅系触媒に関して

検討し、3-5 MPa, 423-443 K という温和な条件で

ワンパス転化率 80〜90%レベルを実現し、低温、

低圧、高転化率という目標を達成した。一方、低

圧 DME 合成では，温度勾配型反応器と開発触媒

により 3 MPa において STY1100g-MeOH/kg-cat/h, 
CO 転化率 90%と、目標を達成した。

(4) 耐硫黄性を有する触媒の開発：H2S によって

メタノール合成活性が被毒されない新規な貴金

属硫化物触媒群を発見し、さらにその活性向上を

試みた結果、反応温度が 593-613 K の範囲で実用

のメタノール合成触媒の 50-60%の収量が得られ

る耐硫黄性触媒を開発した。

(5) 触媒開発の計算機支援：コンビナトリアル計

算化学などにより実験に先立って触媒の有効成

分を予測し、実験研究者と計算化学者の綿密な共

同研究によりプロジェクトを成功に導くことが

できた(図 3)。

(6) プロセス評価：本プロジェクトで研究・開発

された触媒及び反応を用いることで、合成圧力の

低圧化などが進み、シンプルな一段合成プロセス

が可能となり、天然ガス利用の場合でエネルギー

効率 70%、バイオマス利用で従来の天然ガス利用

並の 50%となった。

図 3 大規模計算による実条件下での触媒設計

３．結論

「エネルギーと環境」をめぐる状況はプロジェ

クト開始時の予想を超える速度で変化し、世界的

にエネルギーと環境の問題を包括的に捉える機運

が強まった。また各国で多様な炭素資源からの高

効率発電とスーパークリーン燃料や化学製品の新

規製造技術の開発に産官学を挙げた積極的な取り

組みが始まっている。本プロジェクトが開始時に

標榜した「スーパークリーンエネルギー」は 21 世

紀の世界の常識化しつつある。その中で本プロジ

ェクトは当初の数値目標を達成し、革新的なプロ

セスを産み出すことに成功した。未来のエネルギ

ーシステムへ大きな波及効果を及ぼすものと期待

される。
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第一原理からのタンパク質の立体構造予測

シミュレーション法の開発

Development of Simulation Algorithms for the First-Principles 
Prediction of Three-Dimensional Structures of Proteins 

プロジェクトリーダー

岡本 祐幸 岡崎国立共同研究機構分子科学研究所・助教授

１．研究目的

タンパク質分子の立体構造とその生化学的機能

の間には密接な関係がある。よって、タンパク質

の立体構造の研究は、その機能発現の仕組みを解

明することを目指しており、究極的には新薬品や

特定の機能を持った人工蛋白質の開発ばかりでな

く、BSE （狂牛病）やアルツハイマー病などのタ

ンパク質の誤った折り畳みに起因する病理の発現

機構の解明へと直接つながっている。

タンパク質の立体構造がそのアミノ酸配列の情

報のみで決まっている事は広く信じられているが、

未だにその情報のみを使った計算機シミュレーシ

ョンによる立体構造予測（第一原理からの立体構

造予測）に完全に成功した例はない。本研究の目

的は小タンパク質の系において第一原理からの立

体構造予測に有効な分子シミュレーション法を開

発することである。

本研究課題の困難の要因は二つあると考えられ

る。一つはタンパク質系の内部自由度の数が膨大

であることである。タンパク質の自然の構造は自

由エネルギーの最小状態に対応するが、系にエネ

ルギー極小状態が無数に存在するために、従来の

シミュレーション法ではそれらの近傍に留まって

しまって、構造予測が絶望的に難しくなるのであ

る。もう一つの要因は溶媒や電子状態を含めた系

のエネルギー関数の精度の問題である。エネルギ

ー関数が間違っていれば、正しい立体構造予測が

できないのは自明であろう。

本研究は以上の二つの困難点を克服すること

(すなわち、エネルギー極小状態に留まるのを避け

られるシミュレーション手法を開発することと、

エネルギー関数を正確かつ効率良く評価できる数

値計算法を開発すること)により、第一原理からの

タンパク質の立体構造予測に有効な手法を確立す

ることを目標とする。

本プロジェクトを始める前に、我々は既に、拡

張アンサンブル法と総称される手法をこの分野に

初めて導入し、その有効性を示していた。しかし、

水分子をあらわに取り入れた多自由度の複雑系で

も使い易い拡張アンサンブル法が存在していなか

った。具体的には、本プロジェクトでは、以下を

目的とした。

(1) 水分子をあらわに取り入れた複雑系におい

ても有効な拡張アンサンブル法を開発する（計

算手法班、班長はプロジェクトリーダーの岡

本）。

(2) RISM 理論や電子状態理論などにより、溶媒効

果を含めたタンパク質の系の厳密なエネルギ

ー関数の有効な計算手法を開発する（溶媒班と

電子状態班、班長はコアメンバーの平田文男と

青柳睦）。

特に、(1)と(2)の有機的な共同研究を進め、有

効なシミュレーション手法を確立することを目指

した。図１に本プロジェクトの模式図を示す。

シミュレーション法

溶媒理論 電子状態理論

タンパク質系の 

エネルギー関数

第一原理からのタンパク質の 

立体構造予測

図１ 本プロジェクトの模式図

２．研究成果概要

本プロジェクトでは、まず、RISM 理論の改良に

より、溶媒効果の精度を上げることに成功した。

特に、原子の詳細まで取り入れたアルコールの寄

与まで議論できるようになった
1)
。そして、RISM

理論と拡張アンサンブル法の一つであるマルチカ

ノニカル法との合体に成功した
2)
。また、計算手

法においては、最初に、レプリカ交換分子動力学

法を開発した
3)
。この手法はタンパク質の系への

３ 計算科学 理工領域
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適用が簡便であるために、我々の発表とともにす

ぐに受け入れられ、現在では国内外のタンパク質

の折り畳みシミュレーションにおける有力グルー

プが相次いで採用している。

しかし、レプリカ交換法にも一つだけ問題点が

あった。それは、系が複雑になるとマルチカノニ

カル法などの他の拡張アンサンブル法に比べて、

計算時間が大幅に増えてしまうことである。この

問題を解決するために、我々は新たに、レプリカ

交換マルチカノニカル法
4)
、マルチカノニカルレ

プリカ交換法
4)
、レプリカ交換焼き戻し法

5)
、多

次元レプリカ交換法
6)
などを開発した。これらが

現実のタンパク質の系に有効な、「究極の拡張ア

ンサンブル法」であると考える（解説としては、

論文(7)を参照）。よって、本プロジェクトの当初

の目標は達成されたと言える。

シミュレーション手法が完成すれば、それを
使って、タンパク質系のエネルギー関数（力場）
の精度が議論できるようになる。我々はレプリ
カ交換マルチカノニカル法を ribonuclease A
の C-peptide に、また、マルチカノニカルレプ
リカ交換法を protein G の G-peptide に適用し
て、現在標準的に使われているエネルギー関数
である、AMBERのparm94、parm96、parm99、CHARMM、

OPLS-AA/L 及び GROMOS の妥当性を比較した
8)。

実験により、C-peptide はαへリックス構造を、

G-peptide はβヘアピン構造をとることが知ら
れている。よって、エネルギー関数の良し悪し
を、ランダムな初期構造から始めた水中の拡張
アンサンブルシミュレーションで上の２次構
造（αへリックスまたはβヘアピン）を最小自
由エネルギー状態として再現できるかどうか
で判定した。これらのペプチドはそれぞれ半径
約 26Åの水球の中に置かれた（水分子の数は約
2300 個）。図２にこれらのペプチドの「自然の
構造」（αへリックス構造とβヘアピン構造）
を示す。

(a)                    (b)

図２ C-peptide の「自然の構造」(a)と G-peptide
の「自然の構造」(b)。

驚くべき事に、エネルギー関数によって、（αへ

リックスを作りすぎる傾向があるものから、βヘ

アピン構造を作りすぎるものまで）全く違う振る

舞いをすることが分かった。よって、より精度の

高いエネルギー関数の開発が望まれる。実際、既

に、我々はタンパク質系のエネルギー関数の新し

い開発法を提案したところである
9)
。

３．結論

本プロジェクトで開発された強力な拡張アンサ

ンブル法を使うことにより、アミノ酸配列の情報

のみを使う、第一原理からのタンパク質の立体構

造予測シミュレーションが可能となるのではない

かという機運が高まりつつある。折しも２００３

年４月に、ヒトゲノムの解読完了がメディアに発

表されたばかりである。すなわち、ヒトの細胞が

合成するタンパク質のアミノ酸配列が決定された

ことになる。この後に続く、いわゆるポストゲノ

ム時代の最重要課題は、これらのアミノ酸配列の

情報から、タンパク質の立体構造を決定するとと

もにその機能を予測することである。現在、タン

パク３０００プロジェクトが進行中であり、実験

的にタンパク質の立体構造を決定する研究が世界

中で押し進められている。本プロジェクトの結果

は、これを計算機シミュレーションで可能とする

方向に導くものであり、ポストゲノム時代の重要

な手法となるものと期待される。

４．主な発表論文
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高性能レーザー・分光計測システムの開発と展開

Development and Application of High Performance 
Lasers and Spectrometers 

 

プロジェクトリーダー

加藤 肇 神戸大学分子フォトサイエンス研究センター・教授

１．研究目的

 (1) 分子の高分解能分光を行うのに実用的なレー

ザーは、線幅が狭く、連続的に波長掃引が出来、

出力が安定していることが必要である。さらに分

光計測システムとしては、波長読み取り精度が良

くなければならない。このような条件を満足する

超高分解能レーザー・分光計測システムを開発・

製作する。

 (2) このシステムを活用して「分子の構造・動的挙

動と化学反応の基礎過程」に関する学術研究を展

開し、従来の手法では観測出来なかった分子の量

子化状態・準位間相互作用・化学反応ダイナミッ

クスに関する正確で詳細な知見を収集し、その機

構・基本原理を解明する。

２．研究成果概要

 (1) 超高分解能レーザー・分光計測システムの開

発・製作

波長可変レーザーの出力光の一部を温度・気圧

を制御した光共振器に導入し、波長のゆらぎに起

因するシグナルを得て、波長可変レーザーの波長

のゆらぎを減少させた。これにより線幅が

0.00003 cm-1 以下で出力光の波長を連続掃引でき

る可視光域の分子分光用波長自動掃引単一モード

レーザーを製作した。

2 倍波発生用結晶を設置した外部光共振器に可

視域発振の波長自動掃引単一モードレーザー光を

導入し、紫外光域の分子分光用波長自動掃引単一

モードレーザーを製作した。

これらレーザーの波長掃引が等間隔であるかを

補正するために、先ず Nd:YAG レーザー(線幅

0.000001 cm-1)の波長をヨウ素分子の特定の超微

細構造線の一つに固定し、その波長変動を

0.00003 mm/s 以下にした。この光を光共振器に導

入し、その共振器長を共鳴条件が満足される様に

固定した(図 1)。この光共振器に分子分光用波長

自動掃引単一モードレーザーの出力光の一部を導

入し、透過光強度を波長掃引時に記録する様にし、

これを波長校正用目盛とした。さらに各波長校正

用目盛の絶対波長を知るために、分子分光用波長

自動掃引単一モードレーザーの光の一部を用いて

ヨウ素分子のドップラーフリー高分解能吸収スペ

クトルを、波長掃引時に測定記録する様にした。

 (2) Doppler-Free High Resolution Spectral Atlas of 
Iodine Molecule 15000 to 19000 cm-1 の製作･

出版

可視・紫外域の絶対波長校正用として、各種原

子の発光線を利用した“M.I.T. Wavelength 

Tables ”(M.I.T. Press, 1939 and 1969 editions, 

精度 0.02 cm-1) とフランス国立科学研究院より

出版された“Atlas du Spectre D’absorption de 

la Molecule D’iode 14800 - 20000 cm-1” （CNRS, 

1978, 精度 0.01 cm-1）がある。本プロジェクトで

開発・製作した超高分解能分光測定装置では、分

解能が 0.00003 cm-1 あるのだから、より高精度の

絶対波長校正用スペクトル集が必要である。そこ

で、沃素分子（I2）の波数 15000～19000 cm-1 領

域のドップラーフリー高分解能スペクトルを測定

し、この波数領域における光の絶対波長が、精度

0.0001 cm-1 で校正することを可能にするスペク

トル集を製作した。これをまとめたものを

“Doppler-Free High Resolution Spectral Atlas of 
Iodine Molecule 15000 to 19000 cm-1 ”(日本学術

振興会, 2000) として出版した。このスペクトル

集は 4000 ページを越えるもので、４分冊の印刷

本（４枚のＣＤ付、図 2）として発売されている。

４ 光科学 理工領域

L

鏡 A 鏡 B

図 1.光共振器 共鳴条件: L = Mλ/2  (M は整数)

λは光の波長, 鏡間距離 L の固定精度が重要
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図 2. 本プロジェクトで製作・出版したアトラス

 (3) 多原子分子の構造とダイナミックスに関する

新しい研究領域の創生

単色性・直進性の良い波長可変なレーザー光を

活用することにより、ドップラー効果によるスペ

クトル線の広がりの無い(ドップラーフリー)高分

解能分光が可能になる。本研究では、ドップラー

フリー分子線・レーザー光交差型励起スペクトル

(MLCE 法; 衝突の影響がなく、振動・回転温度を

極低温にできるのでスペクトルが単純)、ドップラ

ーフリー２光子吸収励起スペクトル(DFTAE 法; 究

極の高分解能が可能)、ドップラーフリーレーザー

偏光ラベルスペクトル(DFLP 法; 高感度であり吸

収スペクトルを直接測定するので発光が無くても

可)、ドップラーフリー光・光二重共鳴レーザー偏

光ラベルスペクトル(DFOOPL 法; 同定が容易)等各

種ドップラーフリー高分解能分光法による測定装

置を開発・製作した。

グリオキザール、ベンゼン、ナフタレンの DFTAE

スペクトルを測定し、多原子分子の電子スペクト

ルで世界一の分解能、波数精度を達成した。高い

精度で遷移波数を測定できたので、分光定数も高

い精度で決定できた。またスペクトル線の微小な

分裂や強度異常が観測され、数ガウスの弱い磁場

でも大きく変化することより三重項状態との摂動

であることが明確になった。

紫外域発振の分子分光用波長自動掃引単一モー

ドレーザーを活用することにより二硫化炭素、ベ

ンゼン、ナフタレンの回転構造まで分離した MLCE

スペクトルとその外部磁場による影響を調べ、重

要な学術的知見を得た。

多原子分子のスペクトル測定例の無かったDFLP

法および DFOOPL 法で、ナフタレン、フェノールの

スペクトル測定・解析に成功した。本研究で開拓・

確立したこの手法は、多原子分子の高分解能分光

法として極めて有用であり、今後主要な分光法と

して普及・発展するであろう。

３. 結論

分子の高分解能分光に必要な可視・紫外領域で

のレーザー、正確な波数測定に必要な計測システ

ム、絶対波長校正用アトラスを開発・製作した。

超高分解能分子分光の種々手法: MLCE 法、DFTAE

法、DFLP 法、DFOOPL 法等を開発しその有用性を実

証した。

ナフタレン程度の大きさの分子であれば、室温

でも回転構造まで分離したスペクトルが観測でき、

スペクトルの同定が可能であること、ゼーマン分

裂が観測できることを立証した。研究対象となる

分子は、数多くあり、重要な基礎研究の新しい分

野が創生された。
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内殻励起による化学反応制御－分子メス－

Molecular Knife －Control of Chemical Reactions 
by Core Excitation 

 

プロジェクトリーダー

田中 健一郎 広島大学大学院理学研究科・教授

１．研究目的
本研究プロジェクトでは、内殻励起によるサイ

ト選択的な特異な化学反応を利用して化学結合切
断の制御「分子メス」の実現を目的として、以下
の三つの観点からの研究を推進した。

(1) 表面分子系におけるサイト選択的光化学反応
の制御（田中健一郎、関谷徹司、和田真一、上
野信雄、間瀬一彦）

(2) 内殻励起した気相分子の新しいタイプの光化
学反応の研究（平谷篤也、吉田啓晃、岡田和正、
伊吹紀男、長岡伸一）

(3) オージェ崩壊過程と内殻励起反応に関する新
しい理論計算手法の開発（齊藤昊、岩田末廣、
高橋修、三谷昌輝）

２．研究成果概要

(1) 表面分子系におけるサイト選択的光化学反応
の制御

多様な表面分子系において数多くの内殻励起

によるサイト選択的な脱離反応を見出し、理論グ

ループとの緊密な協力の下に脱離イオンと内殻

励起状態やオージェ終状態との相関を詳しく調

べた 1,2)。サイト選択的結合切断の制御性の向上

を目指して、表面最上層に高度に配向した官能基

を調整することができる自己組織化単分子膜

（SAM）において、直線偏光した放射光（SR）
を用いた系統的な研究を行った。本研究では、

我々がこれまでに顕著な サイト選択的結合切断

を見出した PMMA と同じ官能基（-COOCH3）を

もつ MHDA-SAM を実験試料に採用した。図 1
に酸素内殻領域で測定した代表的なイオンの収

量スペクトルを示す。O-CH3結合の切断により生

成する CH3
+と C-OCH3 結合の切断により生成す

る OCH+の振る舞いを見ると、いずれもピーク B
では CH3

+が、ピーク C では OCH+が選択的に生

成しているが、MHDA-SAM を採用することによ

り結合切断の選択性を 95%以上向上することに

成功した。さらに、図 2 に示すように SR 励起光

の照射角度（θ）を変化させて結合切断強度の制

御を試みた。その結果、試料表面からの照射角度

を小さくすると生成イオン（CH3
+）量が顕著に増

加することを見出した。以上の結果は、サイト選

択的な結合切断を照射光の電気ベルトルを特定

の共鳴励起の遷移モーメントの方向に合わせる

ことによって積極的に制御できることを世界で

初めて示したものである 3,4)。

(2) 内殻励起した気相分子の新しいタイプの光化
学反応の研究

内殻励起状態とオージェ終状態に依存する数

多くの新しい型の化学反応を多様な気体分子に

おいて発見し、新規に開発したコインシデンス実

４ 光科学 理工領域
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験法を用いてその特異な化学反応の反応機構の

解明に成功した。内殻励起分子の励起状態を選別

した新しい型の反応の一つがメタノール分子で

確認できた。図 3 に示すように、CD3OH 分子の

酸素原子の 3sa’内殻共鳴励起では CD3
+と DCO+

が増加し OH+と COH+が減少する。3pa”共鳴励起

では CD3
+がわずかに増加し DCO+、COH+と CO+

が減少する。これら共鳴励起状態に依存して選択

的に起こる反応は、速いオージェ崩壊過程と競争

的に進行する『超高速結合切断』によって、3sa’
共鳴励起では O-H 結合切断が、3pa”共鳴励起で

は C-O 結合切断が起こることを世界で初めて見

出した。また、水分子において、振動状態を選別

した内殻共鳴励起状態からの H2
+イオンの生成反

応といった特異な反応も見出している 5)。

(3) オージェ崩壊過程と内殻励起反応に関する新
しい理論計算手法の開発
内殻励起反応におけるサイト選択性の発現の

要因を探索する目的で、内殻共鳴励起、共鳴オー
ジェ崩壊、後続の化学反応の三過程について実験
的に興味ある比較的大きな分子系においても十
分に適用できる新しい理論計算手法の開発に成
功した。
本手法を用いて、まず、内殻共鳴励起過程を記

述できる密度汎関数法にもとづいた高精度な計
算を実施し、定量的な評価を可能にした。続いて、
励起状態 SCF 法と電子密度分布解析法を採用し
たオージェ崩壊過程の定量的な計算手法を開発
し、実験スペクトルの再現に成功した 6)。一例と
して、図 4 にアセトン分子の炭素内殻領域での共
鳴オージェ・スペクトルの計算結果を示す。さら
に、オージェ始状態と終状態における化学結合力
の変化量を評価することができる『結合解離因
子』を世界で初めて導入し、この因子を用いてオ
ージェ崩壊後のサイト選択性や分子の大きさと
励起位置との相関を定量的に記述することに成
功した。

３．結論
内殻励起によるサイト選択的な光化学反応の全

貌と、この特異な化学反応を利用して化学結合の
選択的な切断を実現するための基本的な要因を解
明した。放射光のエネルギーと照射角度を適宜選
ぶことにより、サイト選択的な化学結合切断の効
率と制御性を格段に向上することに成功した。そ
の結果、本プロジェクトの目的である『分子メス』
を実現するためのシナリオを提言することができ
た。
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新奇な光物性をもつサブナノ集合体の開発

Development of Sub-nanosized Aggregates 
 Having Novel Optical Properties 

 

プロジェクトリーダー

中嶋 敦 慶應義塾大学理工学部・教授

１．研究目的

21世紀の光材料科学の基本物質としてのサブナ

ノメーターサイズの原子・分子の集合体を創成す

るとともに、その光物性、新奇な構造を解明する

研究対象として、以下の 3つのテーマを推進した。

(1) サブナノ半導体の発光機構とその応用

(2) 新奇な有機金属クラスター分子の創製

(3) 水素結合を介した超分子ネットワークの秩序

化と光スイッチング

これらのテーマは、サイズ・組成を選別したソフ

トランディング法の確立によって、学問上、実用

上の展開が計られる点を共通の基軸とした。

２．研究成果概要

2.1．サブナノ半導体の発光機構とその応用
シリコン(Si)・ゲルマニウム(Ge)ナノ粒子からの

可視発光が発見されて以降、その発光メカニズムに
関しては量子サイズ効果や表面の酸化物の可能性を
はじめとする複数の提案があるものの、その詳細は
明らかにされていなかった。そこで、サイズ、組成
の制御されたクラスターの電子状態測定を行なうこ
とにより、ナノメートルサイズまでの半導体クラス
ターの物性を明らかにするとともに、可視発光の起
源の問題に対して解決を与えることを目的として、
以下の Ge クラスター、および Si ナノ結晶の研究
を行なった。

光電子スペクトルの測定から、発光に寄与する
中性 Ge クラスターのエネルギーギャップをクラ
スターサイズ毎に測定した。その大きさは 30 量体
以上では 1eV 以下に収束してしまい、次世代の発
光素子として関心がもたれている Ge ナノ粒子か
らの可視領域の発光はゲルマニウム単体では生じ
ないことがわかった。一方、ゲルマニウム-酸素
(Ge-O)クラスターでは 1:1 組成のクラスターが幾
何的に安定であり、また、これらのクラスターの
エネルギーギャップの大きさは可視光領域のに相
当することがわかった。

そこで、酸化ゲルマニウムクラスターをシリコ
ン基板上または、金基板上に蒸着し、325 nm 光励
起による発光スペクトルを測定したところ、図 1
のような可視発光が400-600 nmの領域に観測され
た。基板の種類によらず同一の発光が得られるこ

図 1． (a)シリコン、(b)金基板上に蒸着した Ge-O 

試料、および(c)酸素吹き付け下で得られた

Ge-O 試料の発光スペクトル（励起光：325nm）

とから、蒸着物の酸化ゲルマニウム層が可視発光
していることを突き止めた。
Si、Ge ナノ粒子/結晶の発光素子への応用を考

えた場合の問題点として、ⅰ)サイズ分布に起因し
たブロードな発光、ⅱ)発光の無指向性、ⅲ)低輝
度発光(発光寿命が長いため)が挙げられる。この
問題を解決するために、ナノ結晶をマイクロキャ
ビティー構造中に閉じ込める方法を提案した。Si
ナノ結晶を埋め込んだSiO2薄膜を中心層(発光層)
とし、上下を Si/SiO2 で構成した誘電多層膜ミラ
ーで挟んだキャビティー構造を作成した。
図 2 に発光スペクトルを示す。キャビティー構

造をもたない試料(reference)からは、1.2 eV付近
にブロードな発光（半値幅：172 meV、Q値：6.1）が

図 2. Microcavity 中の Si ナノ結晶の発光(実線)

４ 光科学 理工領域
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+

金属基板

電子

選別されたクラスターイオン

希ガス原子の飛散

観測された。一方、キャビティー構造をもつ試料
（microcavity）からは、非常にシャープな発光（半
値幅：16 meV、Q 値：79）が観測された。また、
試料の表面に対して垂直方向の発光ピーク強度は
約 40 倍増加した。これらの結果は、Si ナノ結晶
からの発光がキャビティー中に閉じ込められ、キ
ャビティーモードと共鳴した光だけが増強・放出
される構造体が実現できたことを示している。

2.2. 新奇な有機金属クラスター分子の創成
金属原子と有機分子をハイブリッド化した有機

金属ナノクラスターでは、低次元ネットワーク構
造さらにはコアシェル構造の多様な有機金属複合
クラスターを見出し、その電子物性や磁気特性の
解明から有機金属ナノクラスターが機能ナノ構造
単位であることを明らかにした。例えば、バナジ
ウム金属蒸気とベンゼン分子との反応では、
Vn(C6H6)n+1 で表される (n, n+1)組成のナノクラス
ターが生成される（図 3）。このクラスターは、V
原子とベンゼン分子が交互に重なった多層サンド
イッチ構造をとり、分子軸方向への電子の非局在
化と金属上の電子スピンの強磁性的配列という電
子的、磁気的機能単位となる。

図 3. V 原子-ベンゼンクラスターの質量スペクトル

このナノクラスターを組成選択的に蒸着する技
術を、アルゴン薄膜やアルカンチオール自己組織
化膜による新しいソフトランディング技術(図 4)
として世界に先駆けて確立し、優れた実用特許技
術を提案した。本手法によれば、高収率でナノク
ラスターを堆積させることができるので、新たな
素材、ナノスケールの機能材料の供給源として期
待される。

図 4． アルゴン薄膜によるソフトランディング法

2.3. 水素結合を介した超分子ネットワーク
負イオン化法および超高圧パルスノズル法とを

新たに開発して、水素結合程度の弱い分子間力で
形成されたネットワーク型分子ナノクラスターの
生成法を確立し、電子物性の特異化を明らかにす
るとともに、電子励起状態の水素移動ダイナミク

図 5．アセトニトリルクラスター負イオンの質量ス
ペクトル（200 量体程度まで観測される）

スの精密解析に成功した。数ナノメーターに及ぶ
巨大クラスターの生成に成功し(図 5)、その電子
構造を解明した。
この成果は分子孤立系と液体凝縮系との真の橋

渡しに成功したもので、分子ナノクラスターの基
礎物性の解明と将来の光スイッチング素子として
のポテンシャルを示した。

３．結論

ナノメーター程度あるいはそれ以下の大きさを
もつ原子・分子のサブナノ集合体の制御的創成法
を確立させ、このサブナノ集合体での新奇な構造
と光物性を探索し、「気相有機金属化学」という
新しい考え方を確立するとともに、ソフトランデ
ィング法を基軸の手段として、ナノ工学の実現が
期待される 21 世紀の光科学の基盤を開拓した。

（あとがき）

本プロジェクトは当初のプロジェクトリーダー茅

幸二慶應義塾大学名誉教授（現岡崎国立共同研究機構

分子科学研究所長）の所属機関移動に伴いプロジェク

トリーダーを期間途中で変更しているが、プロジェク

トの遂行は共同で行なった。
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１．成人病－遺伝素因と環境因子の解明 
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2 生体系を用いた心・腎疾患の進行機序の
解明 

市川 家國 (東海大学医学部教授) 
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成人病における心臓血管ホルモンの血管保護・血管再生作用

とその分子機構の解明

Molecular Elucidation of Significance of Cardiovascular  
Hormones in Vascular Protection and Regeneration 

 

プロジェクトリーダー

中尾 一和 京都大学大学院医学研究科・教授

１．研究目的
1980 年代になり、ホルモンの運搬経路としての

み考えられてきた心臓血管系が、自ら種々の心臓

血管ホルモンを産生する内分泌臓器であることが

解明された。血管ホルモンは血管機能維持、血管

保護、障害血管の修復、再生において中心的意義

を有すると考えられ、その臨床的応用が期待され

ている。本プロジェクトは、我々がこれまで一貫

して研究を続け、心臓血管ホルモンとしての臨床

的意義の解明を行ってきたナトリウム利尿ペプチ

ドシステム（NPS）（リガンド：ANP、BNP、CNP；
受容体：GC-A、GC-B）とその細胞内情報伝達分

子、特に cGMP 依存性キナーゼ（cGK）に焦点を

合わせ、成人病における血管保護・血管再生作用

とその分子機構の解明を行うことを目的とする。

(1) ナトリウム利尿ペプチドシステムとその細胞

内情報伝達分子遺伝子改変動物（トランスジェ

ニックマウス、ノックアウトマウス）を開発する。

(2) ナトリウム利尿ペプチドの生体血管壁への遺

伝子導入及びその過剰発現を行う。

(3) 上記システムを用いて、種々の血管障害モデ

ルにおいて心臓血管ホルモンの血管保護再生作

用を検討する。

(4) 心臓血管ホルモンの血管保護再生作用につい

て、その分子機構について特に低分子量 G 蛋白

Rho/Rho キナーゼや Gax（growth-arrest specific 
homeobox）等の転写因子に注目し解析する。

２．研究成果概要
（1）心臓ホルモンとしての BNP の生理的・病態生

理的意義を明らかにするために、BNP ノックア

ウトマウスを作製した。BNP ノックアウトマウ

スでは野生型マウスと比較して血圧上昇や心肥

大は認められなかったが、約半数において多発性

の巣状の心室線維化が認められた。

BNP ノックアウトマウスの心室では野生型マ

ウスと比較して ANP 遺伝子発現の著しい亢進が

認められ、TGF-β3、Colαl(I)、及び ACE 遺伝子

発現も有意に亢進していた。更に、腹部大動脈縮

窄による心室圧負荷モデルにおいて、BNP ノッ

クアウトマウスでは、TGF-β3 と I 型コラーゲン

遺伝子発現が更に亢進し、心室線維化の増悪が認

められた。

以上より、BNP が心室局所において心筋線維

化に拮抗し、心臓保護作用を有する可能性が示唆

された。ANP は主に心房から生合成・分泌され、

循環ホルモンとして降圧・利尿作用をもたらすと

考えられているが、本研究より、BNP は主に心

室にて生合成され、むしろ局所調節因子として心

筋線維化に対して拮抗作用をもたらすことが証

明された。このように心臓は異なる機能的意義を

有する 2 つのナトリウム利尿ペプチドを分泌す

ることにより体液量調節のみならず、心室リモデ

リングの調節に関与し、心臓自体の機能維持に寄

与していることが示唆された。

（2）CNP ノックアウトマウスの開発に成功した。

CNP ノックアウトマウスは、著しい成長遅延と

ともに、生後一ヶ月以内の多数の死亡を認めた。

CNP ノックアウトマウスに認められる早期死亡

の原因を明らかにするために、2 型コラーゲン遺

伝子プロモーターを用いて成長板軟骨に CNP を

発現するトランスジェニックマウスを作製して

ノックアウトマウスと交配することにより得ら

れるマウスの解析を行った。CNP を軟骨局所に

のみ発現するマウスでは早期死亡がほぼ完全に

レスキューされ、CNP ノックアウトマウスは骨

格異常により早期に死亡することが証明された。

以上により CNP の内軟骨性骨化における意義が

明らかとなった。

（3）アデノウィルスを用いた CNP の血管細胞への

in vitro、in vivo での遺伝子導入により、血管平滑

筋細胞においては、CNP はグアニル酸シクラー

ゼ B（GC-B）、cGMP 依存性プロテインキナーゼ

（cGK）の活性化により、その遊走、増殖抑制、

分化誘導作用を発揮することが明らかとなった。

一方、内皮細胞に対しては、CNP の過剰発現は、

バルーン傷害新生内膜増殖モデル、vein graft モデ

ルにおいて、内皮修復、再生を有意に促進した。

従って、CNP により構成される「血管壁ナトリ

1 成人病－遺伝素因と環境因子の解明 生命科学領域
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ウム利尿ペプチド系」は、血管保護、血管再生に

対し促進的に作用すると考えられた。また、cGMP
カスケードの主要なシグナル伝達物質である

cGMP 依存性プロテインキナーゼ（cGK）過剰発

現トランスジェニックマウス（cGK Tg）を開発

したところ、内皮損傷、血栓形成、新生内膜増殖

モデルにおいて、cGK Tg では、血管平滑筋細胞

遊走、増殖抑制が認められた。

（4）クローニングしたヒト cGK typeIα cDNA の N
端側の二量化ドメイン、cGMP 結合ドメインが欠

失した触媒ドメインのみからなるミュータント

（C-cGK）では、cGMP 非依存性に cGK 活性が

認められ、持続活性型として作用することが示さ

れた。C-cGK 恒常的過剰発現血管平滑筋細胞で

は、心血管系に特異的に発現し細胞遊走増殖抑制

的に作用する新規ホメオボックス遺伝子 Gax
（growth arrestspecific homebox）の発現誘導によ

り、紡錘形への細胞形態変化及び遊走増殖の著明

な低下を認めた。アンチセンスオリゴヌクレオチ

ドにより血管平滑筋細胞における Gax 発現を特

異的に抑制したところ、cGMP カスケードによる

増殖抑制作用はほぼ完全に阻害された。以上、血

管リモデリングに関与する新しいシグナル伝達

経路として NP/cGMP/cGK/ Gax 経路が同定され、

血管障害に対して、血管保護的作用を発揮するこ

とが明らかとなった。

更に、cGK は低分子量 G 蛋白 Rho の 188 番目

セリン残基を直接リン酸化することで、その活性

を抑制することが明らかとなった。我々は Rho
の下流分子である Rho キナーゼが、血管トーヌ

ス及びリモデリングの双方に対し促進的に作用

することも報告したので、ナトリウム利尿ペプチ

ドによる血管トーヌス、リモデリング制御におい

て低分子量 G 蛋白 Rho の抑制的制御が意義を有

する可能性が示唆された。

（5）BNP-トランスジェニックマウス及び対照マウ

スの大腿動脈を除去して下肢阻血を誘導し、その

後の血管再生を検討した。レーザードップラーを

用いた血流量の評価により、BNP-トランスジェ

ニックマウスにおいて有意の血流回復の促進を

認めた。また、阻血部の再生毛細血管密度も血流

の改善と平行して、阻血後 10 日において有意の

増加を示した。cGKI-ノックアウトマウスにおけ

る検討では、術後 28 日間にわたり虚血部におけ

る血管再生は有意に抑制された。一方、cGK-ト
ランスジェニックマウスを用いた検討では、術後

28 日間にわたり虚血部における血管再生が有意

に促進した。以上の結果から、ナトリウム利尿ペ

プチド/cGMP/cGK 系を介した血管再生作用が明

らかとなった。この結果を踏まえ、ナトリウム利

尿ペプチドの虚血性疾患に対する血管再生療法

への応用を目指し、下肢虚血モデルにおいてCNP
の遺伝子導入を行った。ラット CNP cDNA を組

み込んだCMVプロモーターを有するプラスミド

（500µg/匹）を虚血筋に術直後筋注にて導入した

ところ、術後 20 日目において虚血部における血

管再生が有意に促進した。以上より、ナトリウム

利尿ペプチド/cGMP/cGK 系による血管再生促進

作用が明らかとなった。

３．結論
ANPが心臓から分泌されるホルモンとして発見

された後、BNP、CNP が次々と同定され、我々は
ANP、BNP がそれぞれ主に心房、心室から分泌さ
れる心臓ホルモンであるのに対し、CNP は血管内
皮細胞から分泌される血管局所ホルモンであるこ
とを明らかにした。今回、BNP、CNP ノックアウ
トマウス、cGK トランスジェニックマウスを開発
し、それまで保有をしていた BNP トランスジェニ
ックマウスとともに解析することで、それまで未
知であったナトリウム利尿ペプチドファミリーの
新しい生理的、病態生理的意義が明らかとなった。
すなわち、BNP の心臓局所因子としての抗線維化
作用、CNP の内軟骨骨化因子、ナトリウム利尿ペ
プチドの血管再生作用である。今後心血管線維化
抑制、血管再生促進を目指した治療、更には骨疾
患の治療へのナトリウム利尿ペプチドの臨床応用
の展開が期待される。
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生体系を用いた心・腎疾患の進行機序の解明

In Vivo Molecular Studies on Cardio-renal Remodeling 
 

プロジェクトリーダー

市川 家國 東海大学医学部・教授

１．研究目的
心臓病や脳血管障害などの循環器疾患は、日本

人の死因の３分の１を占める重大な病気です。ま
た腎臓の働きが失われて、透析などの治療が必要
な数は、約２０万人にもなり、さらにその数は毎
年８千人ずつ増加していて、医療経済上大きな問
題となっています。これらの病気は血圧が高いと
より悪化しやすいことが知られていて、血圧を下
げることが最も重要な治療方法となっています。
ヒトの血圧は多くのホルモンや神経の働きにより
調節されていますが、中でもアンジオテンシンと
よばれる物質は、特に重要であることが知られる
ため、アンジオテンシンを作らなくしたり、また
その働きをとめる薬は、血圧を下げる治療として
今日広く使われています。興味深いことに、これ
らの薬を用いて、循環器疾患や腎臓病を治療する
と、他の薬で血圧を下げるより、よい効果が得ら
れます。このことから、アンジオテンシンは単に
血圧を調節するだけでなく、心臓や血管、腎臓等
に、直接（血圧とは関係なく）なんらかの働きを
していると思われます。アンジオテンシンがどの
ような働きをしているかを追求すれば、循環器疾
患や腎臓病のより良い治療法を見つけるヒントが
得られるのではないかと研究をしています。

２．研究成果概要
お金のありがたさは、お金がなくなって初めて

わかると同様に、アンジオテンシンの働きは、そ
れをなくしてしまうか、働かなくすると良くわか
ります。私達は、アンジオテンシンを体内で産生
したり、働くのに必要な遺伝子を壊したマウス（は
つかねずみ）を作製して、これらのマウスを正常
のマウスと比べることにより、アンジオテンシン
の働きを明らかにしようとしました。この研究か
ら、はじめて明らかにされた重要なことは、尿管
が形作られて、働くためにアンジオテンシンが必
要なことです。尿管とは、腎臓でできた尿を膀胱
に送る細い管で、しばしばここに石（尿管結石）
が詰まって激痛を起こすことでよく知られていま
す。尿管は単なる管ではなく、心臓や腸管と同様
自動的に動き、積極的に尿を膀胱に押し出すはた
らきをしています。アンジオテンシンの働かない
マウスは、この尿管が完全には形成されず、尿が
うまく膀胱に送られず、上流の腎臓が傷害されて
しまいました（図１）。ヒトの妊娠期間中にアン

ジオテンシンを阻害する薬を投与すると、腎臓に
問題のある子どもが生まれてくる危険性がありま
すが、薬が尿管の形成を阻害していることが一原
因ということです。以上のことは、胎児や新生児
にアンジオテンシンが必要であるということを示
しますが、成長後にはアンジオテンシンは全く必
要ないのでしょうか？私達は、おとなの動物にア
ンジオテンシンを阻害する薬を与えると、やはり
尿管の働きが低下することを見出しました。アン
ジオテンシンは血圧を上昇させたり、腎臓病を悪
化させたり、もっぱら悪者扱いされていますが、
尿を膀胱に送る尿管の働きを活発にすることによ
り、腎臓を守るというよい働きもしているのです。

アンジオテンシンの働かないマウスは、正常マ
ウスに比べて血圧が低いので、例えば仮に正常マ
ウスより心臓病が悪くなりにくいという現象が観
察されても、それは血圧が低いためか、それとも
アンジオテンシンが働かないためかは区別できま
せん。この問題を解決するために、私達は、から
だの一部分だけがアンジオテンシンに反応するよ
うなマウスを作製しました。このマウスの体内に
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図1. 尿管の形成にアンジオテンシンは重要である。

a. 正常マウスの尿管の起始部は、膨大している（矢印）。

b. アンジオテンシンの働かないマウスは、そのような膨

大部分が形成されない。

c. 正常マウスの腎臓の断面。

d. アンジオテンシンの働かないマウスは、尿のたまる腎

盂(*)が著明に拡張している。

a b

c d



は、アンジオテンシンの刺激を伝えるのに必要な
受容体を人工的に失っている細胞と正常な細胞の
両方が存在して、これらの２種類の細胞は、同一
の血圧などの全身環境にさらされています。した
がって、一匹のマウスの体内で、これら２種類の
細胞の態度を比較して、両者に共通して認められ
る現象は、血圧等の全身環境の変化を介して起こ
っていると考えられ、２種類の細胞で異なる現象
は、その細胞に対するアンジオテンシンの直接作
用と考えられます（図２）。

ちはその中でも特に糸球体上皮細胞（その形が、
蛸に似ていますのでたこ足細胞ともよばれていま
す）が、腎臓病の鍵であろうと予測し、その細胞
だけを傷害することができるマウスの開発に成功
しました。その結果は、予想通り、たこ足細胞の
傷害を導入した後、マウスは多量の蛋白を尿に漏
出し、たこ足細胞以外の腎臓の細胞も次々と傷害
されて、糸球体硬化を示し、急速に腎臓の機能が
失われていきました（図３）。このモデルは、た
だ一回、少量の毒素を注射するという簡単な処置
で、不可逆的なたこ足細胞の傷害を起こす事がで
き、再現性よく腎臓の悪い状態を作ることができ
るため、今後のアンジオテンシンの役割をはじめ
腎臓病の研究に大いに役立つと考えられます。

図3. 私達の開発した腎臓病モデル

a. たこ足細胞の傷害を誘導する前の腎臓（糸球体）は正常で

ある。
図2. アンジオテンシンの直接作用と間接作用

アンジオテンシンは強力に血圧を上昇させる働きがある。も

し、個々の細胞に、アンジオテンシンが、血圧とは無関係に

直接なんらかの作用をおよぼすのなら、アンジオテンシンの

作用がからだの一部で働かない動物では、正常な細胞と、ア

ンジオテンシンの働かない細胞の間には、違いが認められる

はずである（左）。もし、血圧の上昇が、間接的に作用する

なら、どちらの細胞も、同様の反応をするはずである（右）。
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マウスにアンジオテンシンを注射し続けると、血
圧が上昇して、心臓が大きくなるとともに線維成
分が増加してかたくなり（線維化といいます）、
また血管壁も厚くなります。からだの一部分だけ
がアンジオテンシンに反応するようなマウスに同
様にアンジオテンシンを注入しますと、血圧は、
正常な細胞の割合が多いマウスは高く上昇し、少
ないマウスは軽度に上昇しました。心臓を観察し
てみると、ほとんどのマウスでは線維化が認めら
れない一方、線維成分を産生する細胞（線維芽細
胞）は、正常の部分により多く増えていました。
つまり、確かにアンジオテンシンは、血圧とは関
係なく直接心臓に働いて線維成分を増やすように
働きますが、血圧の上昇の影響の方がより大きな
作用を持っている事がわかりました。同様に、血
管の壁が厚くなる現象を調べてみましたが、これ
も血圧によって決定されていましたが、アンジオ
テンシンが直接血管の壁を厚くするという現象は
観察されませんでした。
糖尿病や腎炎で腎臓が働かなくなった時、もと

の原因に関わらず、腎臓は糸球体硬化とよばれる
共通した形態を示します。マウスにアンジオテン
シンを注入するだけでは、このような病変ができ
ませんし、またラット等他の動物に用いられる
様々な方法を用いても、マウスに糸球体硬化を作
ることは困難でした。マウスは遺伝子操作が可能
である点で大変重要な動物なのですが、この点で
腎臓病研究には大変不都合です。そこで、私達は、
マウスの腎臓病のモデルを作製することが重要と
考え、その開発に精力を注ぎました。腎臓はいろ
いろな種類の細胞から構成されていますが、私た

３．結論
以上のようにこのプロジェクトは、アンジオテ

ンシンの新たな働きを明らかにするとともに、腎
臓病研究のため、今後大いに役立つ動物モデルの
開発に成功しました。
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細胞分化の遺伝子発現制御

Regulation of Gene Expression in Cell Differentiation 
 

プロジェクトリーダー

仲野 徹 大阪大学微生物病研究所・教授

１．研究目的

未分化な細胞から機能を持った細胞への分化、

あるいは、ある細胞における新たな能力の獲得、

といった生命現象は遺伝子発現制御によってコン

トロールされている。本研究では、細胞の増殖・

分化の分子機構を明らかにするために、以下の三

つの生命システムを対照に研究を推進した。

(1)血液細胞分化の運命付け機構（仲野徹、木村透、

北島健二ら）

(2)免疫応答の細胞分化における遺伝子発現制御

（藤田尚志、米山光俊、渡邊伸昌ら）

(3)脳神経系細胞の発生と分化を制御する遺伝子

ネットワーク（中福雅人、水口留美子、長尾元

史）

２．研究成果概要
 (1)血液細胞分化の運命付け機構

血液細胞の運命付けの分子機構を明らかにする

ことを目的に、マウス ES 細胞から試験管内にお

いて血液細胞への分化誘導システムを駆使して解

析した。

血液細胞分化の運命付けには、遺伝子発現調節

をコントロールする転写因子が数多く機能してい

る。それらの転写因子や、その変異体を未分化な

血液細胞において発現させ、血液細胞分化におけ

る機能の解析をおこなった。そのうちの一つであ

る GATA-2 は、従来の報告とは異なり、造血前駆

細胞の増殖を促進させること、赤血球や巨核球の

増殖・分化を促進させることが明らかとなった 1)。

また、いくつかの転写因子は、細胞分化のコンテ

キストによって全く異なった機能を持つことが明

らかになった。

図１ GATA-2 による造血幹細胞の増殖刺激（文献１より）

右が GATA-2 を発現した場合

ES 細胞からの分化のみではなく、ES 細胞の

未分化性維持機構の解明をおこなった。PIP3
（phosphatidyl inositol 3 phosphate）を PIP2 に脱

リン酸化させる脂質ファスファターゼである

がん抑制遺伝子 PTEN を始原生殖細胞において

欠損させると、より未分化で全能性を有する胚

性生殖細胞（EG 細胞）への脱分化が生じるこ

とがわかった 2)。また、PTEN は、B 細胞および

T 細胞の分化に大きな役割を有することが明か

となった 3)。これらの結果は、PIP3 シグナルの

下流における遺伝子発現制御が、細胞分化に極

めて重要な役割を担っていることを示してい

る。

図２ PTEN 欠損による「脱分化」（文献２より）

左が正常精巣、右が PTEN 欠損による奇形腫

 (2)免疫応答の細胞分化における遺伝子発現制御

インターフェロン系はウイルス感染に対す

る自然免疫として重要である。この系が稼動す

る為にはウイルス等の感染を感知してインタ

ーフェロン産生へ至るシグナル伝達が重要な

カギを握っている。IRF-3 は、このシグナルの

分子スイッチとして機能している。

IRF-3 は特異的リン酸化、二量体形成、コア

クティベーターp300/CBP との複合体形成を通

して活性化型に転換することを明らかにした 4, 

5)。特に X 線結晶構造の解析により IRF-3 の２

量体の構造が解明され、２量体形成および

p300/CBP との結合のインターフェースが明か

となった 6)。また、発現クローニングによって

ウイルス感染のセンサーとして機能している

分子の候補が得られている。これらのことより

ウイルス感染に対する自然免疫機構において

重要な働きをしている転写因子 IRF-3 の活性化

機構が分子レベルで解明できた。

２ 遺伝子発現制御ネットワーク 生命科学領域
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さらに、IRF-3 はウイルス以外の細菌のエン

ドトキシン等によっても病原体分子の受容体

である Toll like receptor（TLR）を介して活性化

される事が明らかになった。また、X 線構造解

析の結果、IRF-3 の立体構造は TGF-βによって

活性化される転写因子 Smad に類似しており

Smad が祖先遺伝子であることが示唆された。

図３ IRF-3 の結晶構造 （文献６より）

(3)脳神経系細胞の発生と分化を制御する遺伝子
ネットワーク

分化能と自己複製能を持つ神経幹細胞より

神経系を構成する多様なニューロン・グリア細

胞が生み出される過程に着目し、その過程で働

く転写制御因子群の発現調節ならびに生理機

能を明らかにすることを通じて、神経系の発生

を制御する遺伝子ネットワークを解明するこ

とを目的に研究をおこなった。

発生期の脊髄において、ニューロン、グリア

細胞の発生を制御する多くの転写制御因子を

同定した。さらに、各転写因子がそれぞれ特異

的な組み合わせで時期・部位特異的に発現し、

その組み合わせで規定される遺伝子活性に従

って、神経幹細胞からのニューロン、オリゴデ

ンドロサイト、アストロサイトの分化が制御さ

れていることを明らかにし、これを元に神経系

細胞の発生における transcriptional code モデル

を提唱した 7)。

また、発生期に働く多くの細胞分化制御因子

が、成熟個体に残存する神経幹細胞においても

機能していることを見出した。さらにこの知見

を元に、成体神経幹細胞を活性化することによ

り、従来は非常に困難と考えられていた、虚血

による脳神経細胞損傷後の新たなニューロン

の再生と機能回復が可能であることを明らか

にした 8)。

正常組織

虚血障害組織

再生組織

図４ 虚血後のニューロン再生（文献８より）

３．結論

血液細胞、免疫細胞、神経細胞という三つの種

類の細胞における分化の分子メカニズムを、分子

レベルの構造、細胞レベルの分化、さらに個体レ

ベルでの機能から明らかにすることができた。こ

の成果は、細胞分化の基礎研究としての意義だけ

ではなく、再生医学や免疫制御の応用につながる

ものである。
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図 1 Nrf2 の活性化機構

環境適応の遺伝子発現制御機構

Regulatory Mechanisms of Gene Expression  
for Environment Adaptation 

 

プロジェクトリーダー

山本 雅之 筑波大学基礎医学系・教授

１．研究目的

本研究プロジェクトでは、環境情報に対して個

体がもつ適応機構を解明すること、およびこの機

構を利用した病態モデルマウスの開発を目的とし

て、以下の研究を推進した。

(1) 酸化ストレスや親電子性物質刺激による第 2

相異物代謝酵素群の発現誘導機構の解明（山本

雅之）

(2) ダイオキシン類による第 1 相異物代謝酵素群

の発現誘導機構の解明（山本雅之、十川和博）

(3) 低酸素刺激によるエリスロポエチン遺伝子等

の発現誘導機構の解明（山本雅之、十川和博）

２．研究成果概要
(1) 酸化ストレスや親電子性物質刺激による第 2 相

異物代謝酵素群の発現誘導機構の解明

Nrf2が第2相異物代謝酵素群の発現誘導を担う

ことを明らかにした。また、遺伝子破壊マウスを

活用して、種々環境ストレスに対する生体防御に

Nrf2 が重要であることを示した。このマウスは発

癌モデルマウスとして有用なものとなった。一方、

Nrf2 活性化には分解抑制と核移行段階に対する

二つの制御があることを明らかにし、新規因子

Keap1 がそれらの制御の鍵となることを発見した。

ま
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(2) ダイオキシン類による第 1 相異物代謝酵素群の

発現誘導機構の解明

ヒト型のダイオキシン受容体（AhR）をもつ遺伝

子ノックインマウスを作製し、その解析を行った

結果、ヒトがダイオキシンに対して比較的抵抗性

をもつことを明らかにした。また、AhR 過剰発現

マウスの解析より、第 1 相異物代謝酵素と脱毛及

び皮膚角化の関連性を示した。一方、新規因子

AhRR を発見し、AhR のフィードバック制御を行う

ことを明らかにした。

２ 遺伝子発現制御ネットワーク 生命科学領域
た、小 Maf 因子が Nrf2 の生体内でのパートナー
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子であることを 4 重変異マウスの解析等により

らかとした。

遺伝子破壊マウスと過剰発現マウスを駆使する

とにより、小 Maf 群因子量を人工的に変動させ

ところ、転写制御が正から負または負から正へ

劇的に変換されることが明らかになり、転写因

の存在量が遺伝子発現制御の重要な要素である

とを、個体レベルで世界に先駆けて実証した。

ゼブラフィッシュにも Nrf2-Keap1 制御系によ

第 2 相異物代謝酵素の誘導機構が存在すること

明らかにし、ゼブラフィッシュの順遺伝学的研

手法を環境適応の研究に活用できることを実証

た。
図 2 ヒト AhR をもつマウス（B）では、野生

型マウス（A）で観察されるダイオキシン

処理による口蓋裂（矢尻）が起こらない。



図 3 HLF ノックダウンマウス（E）の網膜で

は、野生型マウス（D）や HLF 遺伝子回

復マウス（F）で観察される低酸素誘導に

よる血管新生（矢印）が起こらない。

(3) 低酸素刺激によるエリスロポエチン遺伝子等の

発現誘導機構の解明

低酸素シグナルに応答した遺伝子発現誘導を

HIF-1αと HLF が司ることを明らかにし、特に網膜

でのエリスロポエチン遺伝子の低酸素応答に関し

ては HLF が担当することを、遺伝子ノックダウン

マウスの解析により示した。

３．結論
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動物個体において、Nrf2 が健康維持に極めて重

要な働きを行うことを明らかにし、発癌・各種疾

病発症・薬害・老化等の診断・原因究明・治療を

行う上で、その活性を詳細に解析すべき因子であ

ることを実証した。同様に、個体における環境適

応に AhR や HIF-1α、HLF などの転写因子群が重要

な貢献をしていることを明らかにした。一方、環

境適応の鍵となるヒト遺伝子を組み入れたモデル

動物を開発し、ヒトにおける環境適応／応答機構

の解明を見据えた今後の開発研究の方向性を示し

た。

本プロジェクトは学術の色彩の濃いものであっ

たが、その成果により、疾患モデルになりうる動

物系を開発することができ、臨床医学や産業応用

につながる研究成果をあげることができた。特に、

本研究の成果を基盤とした発癌予防剤・食品の開

発は、高齢化社会対策の一つとして、21 世紀の医

学を展望して、社会的にも意義深いものとなると

期待される。
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神経系の遺伝子発現制御

Regulation of Gene Expression in the Nervous System 
 

プロジェクトリーダー

影山 龍一郎 京都大学ウイルス研究所・教授

１．研究目的

脳神経系の構築過程を理解することは、高齢化

とともに増えている脳神経疾患の原因解明や治療

法の開発に必要不可欠である。本研究では、神経

分化過程を明らかにするために、(1)分化を制御す

る転写因子および(2)神経系遺伝子の発現制御機

構を解析した。神経分化過程は、①神経幹細胞の

維持、②神経幹細胞からニューロンへの分化、③

神経幹細胞からグリア細胞への分化という３つの

ステップに分けることができる。本研究では、こ

れら３つのステップを制御する転写因子ネットワ

ークを解明した。一方、形成されたニューロンは、

誘引分子や反発分子、更にこれらの活性を調節す

る様々な細胞外・細胞内シグナルに従って軸索を

正しい標的へ投射する。この際、軸索ガイダンス

に関わる分子が正しい時期に正しい場所で発現す

ることが必要であるが、時期・場所特異的な遺伝

子発現を制御する機構を明らかにした。これらの

研究成果は、脳神経系構築過程の理解につながり、

脳神経疾患の原因解明や治療法開発に応用される

ことが期待される。

２．研究成果概要

（1）神経分化を制御する転写因子

神経発生過程では、①神経幹細胞の維持、②神

経幹細胞からニューロンへの分化、③神経幹細胞

からグリア細胞への分化という３つのステップが

順番に起こる。本研究では、これら３つのステッ

プを制御する転写因子ネットワークを明らかにし

た（図１）。その結果、いずれのステップも以下の

ような bHLH 因子が中心的な役割を担うことが示

された。

Neural Stem Cell

Neuron Glia

Hes1
Hes5  

Mash1
Math3 Notch  Hes1

Hes5  

Hes6 Hes3b  

図１：神経分化を制御する bHLH 因子ネットワーク

①神経幹細胞の維持

レトロウイルスベクターを用いて bHLH 因子で

ある Hes1 や Hes5 を強制発現させるとニューロン

(MAP2+)に分化せず、神経幹細胞が維持される（図

２, Hes1）。一方、コントロールウイルスを感染さ

せた場合は効率良くニューロンに分化する（図２,
CLIG）。逆に、Hes1 および Hes5 を欠損すると神

経幹細胞が維持されず、ニューロンの分化が亢進

する。

図２：レトロウイルスベクターを用いて Hes1 を強制
発現するとニューロンに分化できない。

②神経幹細胞からニューロンへの分化

bHLH 因子 Mash1 や Math3 を強制発現すると神

経幹細胞からニューロンへの分化が起こる。一方、

Mash1 および Math3 を同時に欠損するとニューロ

ンが産生されず、グリア細胞の形成が亢進する（図

３）。したがって、Mash1 や Math3 はニューロンへ

の分化決定因子である。

図３：Mash1 および Math3 を同時に欠損するとニュ
ーロンが産生されず、グリア細胞の形成が亢進
している。

２ 遺伝子発現制御ネットワーク 生命科学領域
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ニューロンには多くのサブタイプが存在するが、サ

ブタイプの決定には bHLH 因子のみでは不十分で、

ホメオドメイン因子との組み合わせが重要である。

③神経幹細胞からグリア細胞への分化

bHLH因子Hes1やHes5 は発生後期にはグリア細

胞に発現する。また、発生後期の神経幹細胞に Hes1
や Hes5 を強制発現するとグリア細胞が増加する。

すなわち、Hes1 と Hes5 は神経幹細胞の維持および

グリア細胞形成の両方を制御する。

④新たな Hes1 の機能：２時間を刻む生物時計

bHLH 因子 Hes1 の発現は神経系などのいろいろ

な種類の細胞において２時間周期で増減を繰り返

す（オシレーション）。このオシレーションは Hes1
のネガティブフィードバックを介して自律的に起

こる（図４）。すなわち、Hes1 は２時間周期の生物

時計として機能する。この生物時計によって神経分

化のタイミングが制御されると考えられる。

図４：２時間を刻む生物時計 Hes1。Hes1 のオシレー
ションはネガティブフィードバックを介して
起こる。

（2）神経系遺伝子の発現制御機構

フロアプレート特異的遺伝子として新規のスル

フォターゼ（SulfFP1 と SulfFP2）並びにオートタ

キシン遺伝子を単離し、それらの構造と発現、機

能を明らかにした。マウス SulfFP1 遺伝子の転写

開始点上流約 12 キロ塩基対の配列が脳での発現

に十分であること、SulfFP1 遺伝子の発現が組織依

存的に複数のシグナルによって調節されているこ

とを明らかにした。

図５：SulfFP1 遺伝子のプロモーター解析。骨や脳で

GFP の発現がみられる。

３．結論

本研究から、神経発生を制御する転写因子やプ

ロモーター領域が明らかになった。特に、①神経
幹細胞の維持、②ニューロンの分化、③グリア
細胞の分化という３つのステップのいずれに
おいても bHLH因子が中心的な役割を担うことが

明らかになった。また、ニューロンのサブタイプ

決定にはホメオドメイン因子と bHLH 因子の協調

的作用が重要であった。これらの転写因子を用い

て神経幹細胞を増やしたり、特定のニューロンを

形成することが可能になり、再生医療への応用が

期待された。また、bHLH 因子Hes1 は２時間を刻む

生物時計として機能することがわかり、神経分化の

タイミングの制御との関わりが示唆された。
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遺伝子複合体の高次構造と転写因子

Nuclear Structure and Gene Expression 

プロジェクトリーダー

萩原 正敏 東京医科歯科大学難治疾患研究所・教授

１．研究目的
（1）クロマチンなど核内高次構造の変化から、転写

を経て RNA プロセシングにいたるまでの遺伝子
発現機構(mRNA factory)の連携、特にそのリン酸
化制御機構を解明する。【萩原正敏】

（2）SWI 遺伝子は相同組換えの開始機構にも関与す
ることが示されているので、転写と組換えの制御
機構の関わりを生化学の手法を用いて解明する。
【太田力】

（3）クロマチン形成再構築のメカニズムを明らかに
し、遺伝子転写における DNA 高次構造の役割およ
び制御機構を解明する。【伊藤敬】

２．研究成果概要
（1）蛋白リン酸化シグナルの可視化

蛋白リン酸化反応は細胞内情報伝達系の中核を
成す制御機構であることが判明しつつあり、その
生体内での反応過程を調べる方法を確立すること
が待望されている。転写因子 CREB は Ser133 のリ
ン酸化により活性化されるが、この活性化機構は、
リン酸化されたCREBにcoactivatorのCBPが結合
することによることが判明している。すなわち、
CREB はリン酸化によりその高次構造を変化させ、
CBP との会合が可能となると想定される。そこで
このリン酸化による構造変化を蛍光変化としてモ
ニターするような GFP 融合蛋白 ART を創出し、細
胞内のリン酸化反応のモニター系として使えない
かとのアイデアを思い付いた。すなわち互いに異
なる蛍光スペクトルを有する２種の GFP と
CREB リン酸化ドメイン（以下 KID と略す）を繋
い だ キ メ ラ 蛋 白 を 作 り (cAMP-responsive 
tracer;ART と名付けた)、KID のリン酸化を蛍光ス
ペクトルの変化としてモニターすることにより、
細胞内での転写因子 CREB 活性化をリアルタイム
でかつ定量的に観察することに成功した 1)（図１
参照）。

図１：GFP 融合蛋白 ART による細胞内リン酸化反

応の可視化

 db-cAMP 投与前 投与後１分 投与後２分 投与後３分

またCRE-GFP を挿入した線虫(C.elegans)を用い

て、CREB 相同遺伝子(crh-1)の活性化を可視化す

ることに成功し、CaM-KK(ckk-1), CaM-KI(cmk-1)よ
り構成される CaM-K カスケードが線虫の神経細

胞でも CREB の上流で制御因子として働いている

ことを証明した２)。crh-1を破壊した線虫は種々の

異常行動を示し、線虫 CREB の解析から神経細胞

における CREB の役割が解明される可能性が示唆

された。

（2）選択的スプライシングのリン酸化制御機構

転写調節因子のリン酸化による調節は良く知ら

れているが、RNA processing の段階においても、

リン酸化反応が RNA 結合蛋白群の様々な活性を

調節していると予想される。本研究では SF2 を含

む SR 蛋白の Ser のリン酸化を行う SRPK1,SRPK2, 
Clk1,Clk2,Clk3,Clk4,hPRP4 などの酵素群をクロー

ニングし、その生化学的性状と生理的意義の一端

を明らかにした 3)。SRPK は線虫では初期発生と生

殖巣形成に必須であることが判明した。また、Clk1
は脊椎動物においても、頭部形成などに必要で、

転写因子のみならず、RNA processing のリン酸化

調節が、発生や性分化などのイベントに必須であ

ることが判明した。pre-mRNA の選択的スプライ

シングは、多細胞生物がその多様性を生み出すた

めに獲得した遺伝子発現制御プロセスであると考

えられる。実際 FTDP17 などいくつかの家族制神

経変性疾患は、特定遺伝子の選択的スプライシン

グの異常に起因することが判明しつつある。我々

の見い出した Clk1/Clk4 選択的阻害剤 TG-003 が核

内の SF2 など RNA 結合蛋白の局在を変化させ選

択的スプライシングのパターンを変えるとともに

アフリカツメガエルの発生過程において頭部や脊

柱に発生異常を惹起した（図２参照）。これは、

Clk のショウジョウバエ相同遺伝子 doa を破壊す

ると頭部の神経系に異常を来すとの報告とよく一

致し、選択的スプライシングもまた、転写同様リ

ン酸化酵素シグナルカスケードの制御下にあり、

発生や分化などの過程でダイナミックに変化する

ことを示唆している。

   cAMP 濃度の上昇に伴い A-kinase によって ART が

リン酸化される様子を測定した。赤色が強いほど高

度にリン酸化されていることを示す

２ 遺伝子発現制御ネットワーク 生命科学領域
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図２：Clk 阻害剤投与による発生の正常化
ClkmRNA はアフリカツメガエルの初期発生過程に

も発現しており（Ａ）、またそのコードする xClk の

リン酸化活性も我々の開発した TG003 によって阻害

された（Ｂ）。アフリカツメガエルに xClk を過剰発

現させると顕著な発生異常を認めたのに対し、TG003
投与により発生過程は正常化した（Ｃ）。

（3）クロマチン構造を介した転写-組換え制御機構

の解明

ヒト SWI 蛋白質複合体はコファクターと共同

で、クロマチン構造がもたらす転写抑制効果を解

除することを明らかにした。また、組換え開始反

応にMRE11遺伝子が直接働いていること、転写制

御因子 RAP1 と組換え制御因子 Mre11 の直接的な

相互作用を見い出した 4)。

（4）クロマチン形成再構築のメカニズムの解明

クロマチン構造の構成、破壊のメカニズムを明

らかにするため、ショウジョウバエ初期胚の粗抽

出液を用い生理的なヌクレオソームを形成するた

めに２種類の活性が必要であることを明らかにし

てきた。一つは NAP-1 と呼ばれるコアヒストン結

合蛋白、もう一つの活性は ATP 要求性の ACF であ

る。この二つの因子をバキュロヴィルスを用いて

発現させ、タンパクを精製し、精製したヒストン

及び DNA を用いてヌクレオソーム形成させる系を

確立し、ｐ３００によるヒストンのアセチル化は

クロマチンの再構築の後に起こりクロマチンを流

動化させていることを見出した 5)。

３．結論

（1）本研究で見出された知見は、選択的スプライシ

ングもまた、転写同様リン酸化酵素シグナルカス

ケードの制御下にあり、発生や分化などの過程で

ダイナミックに変化することを示唆している。今

後は SRPK1&2、Clk/Sty1-4、PRP4 などが、直列的

なシグナルカスケードを形成するのか、またその

上流の活性化刺激は何かという問題を明らかに

する必要がある。

（2）In vitro クロマチン DNA 再構成系が確立でき、

ヒト SWI 蛋白質複合体が未知のコファクターと

共にクロマチン構造がもたらす転写抑制効果を

解除する機能を持つことを明らかにした。さらに、

組換え開始反応で働く因子 MRE11 の機能解析を

進めた。これらの系を組み合わせたクロマチンを

介した転写-組換え機構の解析の基礎創りができ

たと思われる。

（3）クロマチンを用いて遺伝子転写のメカニズムの

一端を明らかにすることにより遺伝子発現制御

ネットワークにおける遺伝子複合体と高次構造

の重要性を明らかにすることができたものと思

われる。

４．主な発表論文
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１．生体の計測と制御 

 

（１）評価対象研究推進委員会：「生体の計測と制御」研究推進委員会 
 

（委員長） 古川 俊之 国立大阪病院名誉院長 

河合  忠 国際臨床病理センター所長 

河田  聡 大阪大学大学院工学研究科フロンティア研究機構長 

鈴木 良次 金沢工業大学人間情報システム研究所長 

 

千原 國宏 奈良先端科学技術大学院大学情報科学研究科教授 

 

（２）評価対象研究プロジェクト 
 
番
号 研究プロジェクト名 プロジェクトリーダー 

1 次世代バイオセンサー創成基盤技術の開
発 民谷 栄一 (北陸先端科学技術大学院大学材料科学研究科教授)
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図１コール酸に結合する

DNA アプタマー分子

次世代バイオセンサー創成基盤技術の開発

Creation of Generic Technology for Advanced Biosensors 
 

プロジェクトリーダー

民谷 栄一 北陸先端科学技術大学院大学材料科学研究科・教授

１．研究目的

生体分子の有する情報変換機能を利用するバイ

オセンサーは、従来、酵素や抗体などの生体分子

を電極や半導体に固定化して構成されてきたが、

最新のマイクロナノテクノロジーや分子設計技術

を駆使することにより、選択性、安定性、感度、

微小集積化、多機能化など次世代バイオセンサー

創成に不可欠な基盤技術の開発を目的とした。具

体的には、

1.モレキュラーインプリント法、コンビ化学合成

法などによる、全く人工的に創成した認識分子

の開発。

2.遺伝アルゴリズム法などを用いて創成した、人

工タンパク質機能分子などの創成。

3.自然界に存在する超安定分子、例えば超高熱

酵素の探索、改変。

4.ニアフィールド光デバイスなどの単一分子検出

可能な超高感度先端デバイスの開発。

5.マイクロマシン技術を駆使してバイオセンサー

システム全体の微小集積化を実現する技術開発。

このためには、本プロジェクトでは、分子進化

工学、バイオミメティック工学、マイクロマシン

工学、電気化学、光計測化学などの複合領域の先

端科学技術を駆使し、次世代バイオセンサーを創

成することを目指した。

２．研究成果概要

【人工分子素子の設計・創成】

細胞内シグナル伝達の計測や幹細胞を認識する

センサーペプチドを開発した。また、モレキュラ

ーインプリントポリマーを用いたバイオミメティ

ックセンサーを開発した 1)。さらに、フルクトシ

ルアミン化合物の酸化的加水分解反応を触媒する

人工酵素を開発した 2)。また、有機水質汚染に対

する微量ハイスループット分析センサを開発した。

【分子進化工学による分子認識素子の設計創成】

DNA アプタマーを探索し、IC50 が nM レベル

の未知の DNA アプタマーを探索することに成功

した。また、コール酸に結合する DNA アプタマ

ーを利用して、SNPs を検出することに成功した
3)（図 1）。さらに、Ｇプロテイン共役型受容体の

活性を評価する方法を開発した。

以上のように分子設計技術を駆使することにより
種々のバイオセンサー創成のための分子認識分子の
設計を実現した（表１）

表１ 設計創成した分子認識材料と測定対象

コンビ合成およびファージ提示ペプチド

フロオレセイン、ダイオキシン、リン酸化タンパク、

フラーレン、２本鎖 DNA、ES 細胞、神経成長因子など

DNA アプタマー

トロンビン、コール酸、DNA ポリメラーゼ阻害剤など

MIP 人工分子

アトラジン、シンコニジン、9-エチルアデニン、ビス

フェノール A、5-フルオロウラシル、ガングリオシド

インドール酢酸、シアル酸、カスタステロン

人工フルクトシルアミン脱水素酵素など

酵素（天然および改変）

組み換えグルコースデヒドロゲナーゼ、

超好熱グルタミン酸デヒドロゲナーゼなど

【先端デバイスを用いたバイオセンサー】
マイクロ光カンチレバー技術の開発を進め、検

出系の高感度化を行い、配向させて固定した DNA
分子を100 nm以上の高分解能で蛍光観察すること
に成功した。また、一分子蛍光の観察を行い、連
続的に画像を取得して得られた蛍光イメージによ
り、蛍光強度がスキャンごとに増減するブリンキ
ングを示し、一分子蛍光を確認することができた。

【微小集積型バイオセンシングシステム】
マイクロマシーニング関連技術を利用して、親

疎水制御が可能な表面修飾による疎水バルブ構造
やナノ周期構造デバイスを開発した。また、微小

1 生体の計測と制御 複合領域
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図 2 高集積型マイクロチャンバー型チップ（右上）と

１細胞ＰＣＲへの応用（右下）。チップの全体サイズ（左

上）と神経細胞をパターン培養した細胞チップ（左下）

化学分析システムの構成要素となる化学センサ、
アクチュエータの開発を行い、超低侵襲的血液分
析を目指したモスキート型センシングシステム、
迅速にアンモニアやクレアチニンを同時測定する
ためのエアギャップ型微小センシングシステム、
水素バブルを用いたポンプ、バルブを搭載した集
積型微小送液機構を開発した。さらに、小型 SPR
センサチップと静水圧を利用した送液法の組み合
わせにより、12 時間のバッテリー駆動が可能な携
帯型免疫 SPR センサシステムを開発した。
本研究プロジェクトを遂行する過程で開発され

たオンチップバイオテクノロジー技術は、バイオ
センサーのみにとどまらず、遺伝子・タンパク工
学、細胞工学、再生組織工学、脳神経工学などの
基本ツールとしての発展の可能性を有している。
このプロジェクトにおいてもすでに遺伝子ライブ
ラリー用集積型 PCR チップ 4)、タンパクライブラ
リー用 in vitro プロテイン合成チップ、脳神経細胞
チップによる薬剤スクリーニングなどについて成
功した。特に、pL〜nL の微小チャンバーを 104〜
107配置した高集積チップを作製した。これは、独
立したチャンバー構造を有しているためにスポッ
トタンパク同士の相互混入もなく、抗原と抗体、
酵素と基質、レセプターとリガンドなどの相互作
用を解析できる。

また、微小領域に対する多種類生体材料固定化
手法として、無作為液相自己組織化を利用した担
体を介する二段階の固定化手法を基盤として、マ
イクロアレイ型バイオセンサーの開発を行った 5）。
これによって、網羅的タンパク機能解析を実現で
きる。このように pL レベルの集積されたチャンバ
ーを用いた展開は、民谷らが世界で先駆けて実現
したものである。さらに、こうしたチップを用い
て研究を行うための周辺装置（温度サイクル装置、
ピコインジェクター・アレイヤー装置、蛍光スキ
ャナー装置など）も独自に開発しており、当該分
野では、国内外ともに極めて独創性が高い。これ
らの成果は、当初のバイオセンサー研究課題の枠
を越えて新たに展開されたものである。

３．結論

本研究プロジェクトは、上記に示す研究分担課

題を核として、これらが協力に連携し合うことに

よって遂行された。これらの成果は、分子設計（ボ

トムアップ的アプローチ）、デバイス設計（トップ

ダウン的アプローチ）、およびこれらをつなぐ一分

子解析技術として位置づけられ、バイオセンサー

を設計、および創成のために必須な要素技術を確

立できた。すなわち、バイオセンサーは、ナノ（マ

イクロ）テクノロジーとバイオテクノロジ− との

連携により、得られる産物としてきわめて有望で

あり、今後こうした研究テーマをさらに推進する

ことが望まれる。

４．主な発表論文
(1) Jun Matsui, Miho Higashi, Toshifumi Takeuchi, 

Molecularly Imprinted Polymer as 9-Ethyladenine 
Receptor Having a Porphyrin-based Recognition 
Center, J. Am. Chem. Soc., 122, 5218-5219 (2000). 

(2) Koji Sode, Shigenori Ohta, Yoshitsugu Yanai, 
Tomohiko Yamazaki, Construction of a molecular 
imprinting catalyst using target analogue template and 
its application for an amperometric fructosylamine 
sensor, Biosensors and Bioelectronics, 18, 1485-1490 
(2003). 

(3) Teru Kato, Taro Takemura, Kazuyoshi Yano,  
Kazunori Ikebukuro, Isao Karube, In vitro selection 
of DNA aptamers which bind to cholic acid, 
Biochimica et Biophysica Acta., 1493, 12-18 (2000). 

(4) Hidenori Nagai, Yuji Murakami, Yasutaka Morita, 
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a microchamber array for picoliter PCR, Anal. Chem.,
73, 1043-1047 (2001). 
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図 3 自己集積化の原理とその実際（右上）
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２．環境負荷の影響評価と軽減 

 

（１）評価対象研究推進委員会：「環境負荷の影響評価と軽減」研究推進委員会 
 

（委員長） 鈴木 基之 放送大学教授 

植田 和弘 京都大学大学院経済学研究科教授 

尾島 俊雄 早稲田大学理工学部教授 

兒玉  徹 東京大学名誉教授 

小早川光郎 東京大学大学院法学政治学研究科教授 

 

志賀  健 大阪大学名誉教授 

 

（２）評価対象研究プロジェクト 
 
番
号 研究プロジェクト名 プロジェクトリーダー 

1 
高温多湿気候に適応する環境負荷低減型
高密度居住区モデルの開発 

加藤 信介 (東京大学生産技術研究所教授) 
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高温多湿気候に適応する環境負荷低減型

高密度居住区モデルの開発

Development of Urban and Building Models for Densely Populated Area 
 with Minimized Environmental Load in Hot and Humid Climate 

 

プロジェクトリーダー

加藤 信介 東京大学生産技術研究所・教授

（2）環境負荷低減型の新しい構造システムの開発
環境負荷低減型の新しい構造システムとして

「ノンフレーム型の SI システム」を開発した。
環境負荷低減には、スケルトンが長い供用期間に
耐える長寿命のものでなくてはならず、このため
には使用される構造部材は高耐久性であることの
みならず大きな用途変更や部分的な補修に適した
ものでなくてはならない。提案したシステムで構
造スケルトンに対応するコアタワー、ユーティリ
ティー、パイルドラフト基礎の３要素はそのよう
に設計されている。新しい構造システムは鉛直力
のみを支持する“下部；剛接で上部；滑り支承”

２ 環境負荷の影響評価と軽減 複合領域
１．研究目的
未来のサステナブル社会の実現を計るため、環

境負荷低減を計るアジア型の高密度居住区モデル
を提示することを目的とする。そのため、

①環境負荷の低減
②居住環境（ハード、ソフト）の質の維持・向上
③密度限界の探査
の 3 つを基本的課題と位置づけて建築・都市工学
の計画（曲渕英邦）、環境（加藤信介、村上周三）、
構造（高梨晃一）の 3 分野のグループが連携して
ポーラス型の高密度居住区モデルの開発を行った。
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ボイド（空隙）

建物の実質部

Voids of a building

Substantial portions  
of a building 

void 率 50％の例 ポーラスモデルのイメージ

図 1 スペースブロック設計法

２．研究成果概要
（1）スペースブロック設計法による高密度居住区

モデルの構築
本プロジェクトではスペースブロック設計法

により自然の環境調整能力を最大限活用した環境
負荷低減型の環境調整を図ることが可能なポーラ
ス型高密度居住区モデルを提案した。スペースブ
ロックとは、連続的なひとまとまりの空間すなわ
ち単位のブロックを示す。その設計法は、これら
ブロックの組み合わせにより 3 次元的に空間を
捉えるための空間表記方法を意味する。高密度居
住区モデルの空間構成にこの空間表記方法を用い
るメリットは、必要とされる居住密度に応じて、
容易に VOID 率（ある建築空間内におけるスペー
スブロック以外の空間の占める割合）を変化させ
て空間を構成することができ、地域性や居住レベ
ルに対応したバリエーションを豊富に提供でき
る点にある。

の鉛直力支持材を介したユーティリティフロアに
より構成される架構形式が地震時の水平力の大部
分を負担するコアタワーにばねとダンパーで連結
されている免制震システムである。

（3）高温多湿気候下の住居形態及び環境調整技術
の提案
外部環境を建物内部に積極的に導入するポーラ

ス型建物モデルのボイド形態に関する検討（図 3）
並びに環境負荷を低減する環境調整技術に関する
検討を行い、高温多湿気候下における「高密度居
住区モデル」の環境工学的有効性を検討した。具
体的には、①建物のポーラス化による自然換気性
能の向上が冷房負荷及び LCCO2 削減効果に与え
る影響、また、②環境負荷低減型の環境調整技術

図 2 ノンフレーム型の SI システム



として、自然通風併用型放射冷房システム（図 4
参照）を提案し、本システムが冷房負荷及び
LCCO2 削減効果に与える影響、更に、③その他の
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図 3 CFD（数値流体力学）解析によるハノイ実験住宅の自然換気性状評価
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温度低

温度高

換気窓:
新鮮な外気
の導入

放射冷房パネル：

室内冷房に放射冷房を利用

①冷熱搬送エネルギーが少ない

②人体の代謝による発熱を冷却パネルあるい
は冷やされた壁面との放射熱交換により吸熱し、
効果的に人体温冷感を調整

除湿型放射冷房パネルにより室内湿度の調節

放射パネルは、下部にドレンパンを設け、条件
により表面で結露させて室内空気からの除湿能
力を持つ。

換気窓：

熱及び室内
汚染物の効
率的排出

冷却パイプ:
内部発熱による
上昇流に見合う
下降流の冷却

熱上昇
汚染質

放射

熱的にも空気質的にも快適

図 4 高温多湿気候下の環境調整法：自然通風併用型放射冷房システム
図 5 東京モデル

ハノイ実験住宅の全景 ポーラスな空間

図 6 ハノイ実験住宅

（ハノイ, Vietnam、2003 年 3 月竣工）

代表的な環境負荷低減技術（太陽熱利用、エコマ
テリアルの採用 等）の導入効果による環境負荷
低減効果を検討した。

（4）東京モデル＆ハノイモデル
本プロジェクトでは、上記の 1)～3)の研究成果

に基づき、アジア地域の諸特性を配慮した「東京
モデル」及び「ハノイモデル」を提案している。
特に、ベトナム・ハノイに延床面積約 500m2余り
の実験住宅（ハノイモデル）を建設し、現地実測
を行い、本プロジェクトより開発された「高密度
居住区モデル」の有効性を実際に確認した。 更
に、地震の存在や夏冬のピーク時の冷暖房を前提
とした「東京モデル」（図 4 参照）を開発した。
「東京モデル」及び「ハノイモデル」は、本研究
の目標である「LCCO230％削減」を実現したもの
である。

．結論
本プロジェクトでは、アジアの巨大都市におい

ては極端な人口集中、過密化の問題に対して環境
負荷を大きく低減させ、多様な文化的背景を尊重
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し、健全な人間生活を支援する「高温多湿気候に
適応する環境負荷低減型高密度居住区モデル」を
提案し、実用化を図るため、ベトナム・ハノイ及
び東京への実施案を作成し、その有効性を実際に
確認した。このモデルは、急速に変容する社会シ
ステムに対応するフレキシビリティを確保し、低
コストでかつ高いサステナビリティを備え、省資
源・省エネルギー型の都市・建築インフラを備え
たものである。
後書）

本プロジェクトは当初のプロジェクトリーダー村上周三（現

慶應義塾大学）教授の所属機関移動に伴いプロジェクトリーダ

ーを期間途中で変更しているが、プロジェクトの遂行に当って

は最後まで村上周三教授の指導を得ている。
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高温多湿気候下における環境負荷低減型住居に関する研究
その１、日本建築学会計画系論文集 第 558 号, pp.15-22,2002 
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中国西南部における生態系の再構築と

持続的生物生産性の総合的開発

The Comprehensive Development of Ecosystem-Reconstruction and 
Sustainable Biological Production in the Southwestern China 

 

プロジェクトリーダー

出村 克彦 北海道大学大学院農学研究科・教授

１．研究目的
本研究の目的は、中国西南部に分布する石灰岩山岳

地帯(大化県七百弄)と研究対象として、森林の劣化が
激しく、自己回復力の低い森林環境のもとにある七百
弄における自然生態系と人間活動の共生原理を明らか
にすることである。さらに、近未来において一層の開
放的経済社会へ移行する中で、劣化した森林生態系の
再構築を図り、耕地生態系の生産性を上げ、自然生態
系と持続的な人間活動が行われる新たな共生原理に基
づくアジアモデルを提示することである。

２．研究成果概要
（１）Carrying Capacity（Ecological Footprint）による

人口扶養力の推計
Carrying Capacity（環境収容力：以下CC）とは、

地球生態系が収容できる許容限度を表す概念である。
このＣＣと人間活動の関係を検証する指標として開発
された手法が、Ecological Footprint（以下：EF）分析
である。EFとは、人間活動による生態系への様々な負
荷を「陸域・水域面積」という単位で表す指標である。
七百弄郷の弄石屯における EF 分析を行い、ここに

おける人口扶養力を推計した。弄内で使用した土地面
積は年間79.92a/人であった（図1）。

また弄内から弄外への物質の移出入関係を除いた結
果、弄石屯の住民が生活するのに必要とする土地面積
（弄内外問わず踏みつけた面積）は71.16a/人であった。

その内訳は、食糧生産に使用された土
人、生活する上で使用した燃料から
吸収するために必要な林地面積が 4
以上の土地利用のＥＦ分析結果と弄
目面積から、弄石屯の持つ最大扶養可
ある。この最大扶養可能人口は、現
である94人を超過している結果とな
人口が最大扶養可能人口より大きい
な環境負荷が発生しているか、ある
を移入する事で超過人口を養ってい
る。更に、他の生態系を異にする 3
よび緑地空間の土地利用の再構築に
め、生態系と人間活動の関連性を求

（２）中国西南部カルスト地域の土地
地環境およびその再生におよぼ

森林の面積減少を植生劣化の尺度
を対象に森林と草地の景観レベルの
価、森林と草地の植生構造の比較に
能評価、これらの評価に基づいた人
和にむけた生態系再構築の方策を提
調査地全体で共通した土地利用は

トウモロコシ畑、森林（低木林、高
壊地、岩角地等で、全体的に人間活
森林面積が狭い弄ほど畑地、草地が
た。森林の地上部現存量は平均63.2
の二次林と比較して 36%程度しか達
であった。
斜面の上～中部の撹乱の強い礫質

ダ優占群落で、より安定すると石灰
されていた。その後は植物群落の遷
低木林から常緑高木林へ向かうもの
方斜面中～下部の土壌堆積地では畑
コシが多く植えられているが、その
科多年生草本群落が形成されていた
牧草地でもあり、キク科一年生草本
かし放牧が停止されればチガヤ群落
的には落葉低木林から落葉高木林へ
れる。このように立地環境の違い(礫
により、植生の最終的到達点は異な
住民の植物利用、特に森林植物の

薪炭材、建築・造作材などバイオマ

３ アジア地域の環境保全 複合領域

②移出されたEF13.05a/人

0.12
0.00

12.94

①弄石屯が使用したEF79.92a/人

23.31

40.22

16.180.21
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図1 EF分析結果―弄石屯の移出入関係―
地面積が30.68a/
排出されたCO2を
0.28a/人であった。
石屯に現存する地
能人口は64人で
在の弄石屯の人口
っている。現在の
事は、弄内で過度
いは外部から物資
るか、と解釈され
つの屯の比較、お
よる扶養人口を求
めた。

利用が植生、立
す影響
にして、複数の弄
土地利用様式の評
基づいた両者の機
為的撹乱の影響緩
示した。
、居住地、畑地、
木林）、草地、崩
動の影響が強く、
斜面に広がってい
トンで、他の地域
しない貧弱な森林

の崩壊地はタマシ
岩植物群落が形成
移にともない常緑
と考えられる。一
地としてトウモロ
放棄跡地にはイネ
。そこは山羊の放
群落であった。し
が形成され、最終
遷移すると考えら
質地と土壌堆積地)
ると考えられる。
利用は、主として
ス利用が大きな割
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合を占めるが、一方では、食用果実のみならず中薬材、
牧草用、魚毒材、香料材などの非木材林産物が様々な
形で地域住民の生活に利用されている実態が浮き彫り
にされた。これらは、マイナーサブシステンス（周縁
的生業）として伝統的な地域社会の形成・発展・維持
に欠かせないものである。
今後、弄の複合的地域生態系を再構築する方策とし

て、1）斜面地の自然緑地空間である耕地後背域の常緑
高木林の保全、2）斜面地の畑地・草地などの生産緑地
空間における多目的林、特にアグロフォレストリーの
場の造成を中心とした地域生態系機能回復モデルの構
築、が必要である（図2）。
アグロフォレストリーは、現状では弄底部の一部の

住居周辺の自留地のホームガーデンで早生樹種（任豆、
香椿）と野菜・工芸作物を組み合わせた形態が認めら
れる。この栽培形態の更なる普及と改良がシステムと
してアグロフォレストリーが地域へ定着するか否かを
左右していると思われる。

(３)食糧の生産と消費に伴う窒素循環の持続性の消失
伝統的な農業は、すべての屎尿や糞尿を用いて最適

な窒素循環を保っていると信じられてきたが、いまや

そのような農業はなくなってしまったものと思われる。
貧困な七百弄でさえ、化学肥料の使用と食糧と飼料の
購入により、圃場余剰窒素と糞尿廃棄窒素が環境汚染
を生じさせるレベルにまで増加していた。七百弄の現
在の農法には化学肥料と購入飼料の使用はなんの関係
もなく行われており、環境の質を維持することはでき
ない。このことは窒素循環とのかかわりにおいて堆肥
資源と農畜産物の生産性を評価することが重要である
ことを示唆している（図3）。 

３．結論
七百弄地域におけるモンスーン気候の気象条件（雨

期の集中的多雨）は，Ｓ，Ｎの結合，石灰岩の熔解を
もたらし，これはＣＯ２による地球温暖化に影響し，ま
た森林生態系への養分供給，水供給となり，これが森
林のバイオマス，食料生産に影響している。人間活動，
人口増加が森林への負荷を大きくし，生態系の機能を
維持しようとすると食糧生産力は制限され，環境劣化
と貧困の悪循環を改善することが困難になり，外部か
らの，特に化学肥料の投入増は窒素負荷を高め，汚染
を引き起こしてきた。動植物の食糧生産性の向上と窒
素負荷の関係，森林機能の関係，バイオマス供給と水・
エネルギー・養分の循環機能の関係が本研究により明
らかにされた。

４．主な発表論文
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図3 農家の窒素フローモデル

図2：自然生態系の回復に対する計画案
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地域社会に対する開発の影響とその緩和方策に関する研究

A Study on Undesired Effects of Development on Local 
Societies and Strategies for their Mitigation 

 

プロジェクトリーダー

大塚 柳太郎 東京大学大学院医学系研究科・教授

１．研究目的

本研究プロジェクトでは、人類学の手法に基づく長

期の野外調査により、開発が環境保全と地域社会に及

ぼす影響を解明し緩和方策を見出すことを目的として、

以下の３地域を主たる対象に研究を推進した。

(1) 熱帯林の商業伐採が進行するソロモン諸島（大塚柳

太郎ほか）

(2) 開放経済下で農村開発が進行する中国・海南島（篠

原徹ほか）

(3) 先進国周辺域で石油備蓄基地が建設された沖縄列

島（松井健ほか）

２．研究成果概要

(1) 熱帯林伐採の影響―ソロモン諸島

先進国向け木材が総輸出額の 50%を超え、林業に

最も強く依存するソロモン諸島国において、商業伐採

の環境保全及び地域社会への影響はきわめて多様で

あった。皆伐を伴う植林は環境保全型で同国政府も推

奨してきたが、当該地域の住民に収入増と生活の近代

化をもたらしたものの、日常生活に不可欠な森林資源

（カヌー材など）の枯渇に象徴される住民の環境保全

意識との衝突、地域社会内の世帯間の経済格差の拡大

をもたらしただけでなく、企業に雇用される外部から

の林業従事者の地域社会への定着などのために、地域

社会の相互扶助システムの弱体化を引き起こした。一

方の択伐による森林伐採も環境負荷は大きいが、短期

間の操業のため、地域社会主導の伐採跡地での小規模

植林など、環境負荷が小さく持続型の森林利用の構築

が可能であることが示された。技術的には、住民の環

境保全意識に基づく６～８年周期での早生樹（ユーカ

リなど）の植林を行えば、現在までの総伐採面積の

10％以下で年間木材生産量を維持できることが明ら

かとなった。その実施のための最大の課題は、住民主

導の開発を政府・外国企業・NGO などが共同して援

助することである１）。

図１．ソロモン諸島の広域に及

ユーカリの植林地

(2) 農村開発の影響―中国・海南

開放経済下の中国の周辺域では

樹木栽培や観光開発が進行してい

住民の現金収入を一時的に増加さ

ストがかかった水田耕作システム

作に必要な牛の放牧地を含む）の

きた。伝統的な農耕システムは環

地域社会の成員のコモンズ意識に

最近の変化により世帯間の経済格

都市流出などが起き、地域社会の

にしている。一方、森林資源の利

水田耕作への影響が小さい観光開

では、伝統的技術を応用し、村落

的利用（水田雑草の育成、換金作

造成）に成功している場合もあっ

は、伝統的な環境利用の全面的な

画の速度を緩め、計画の進行過程

域住民が共同して環境影響評価と

り返すことである２）。この海南島

政策により農村開発が進んでいる

はじめとするアジア諸国にも十分

３ アジア地域の環境保全 複合領域
ぶ外国企業による

島

、政府主導の換金

る。樹木栽培は、

せたが、歴史的コ

（灌漑水路や、耕

機能を低下させて

境保全的であり、

支えられてきたが、

差の増大や若者の

存続自体を危機的

用は禁止されても

発を行う地域社会

周辺の環境の多面

物栽培、養魚池の

た。問題の解決に

改変を伴う開発計

で政府・企業と地

計画の微調整を繰

での成果は、国家

インドシナ半島を

適用できる。
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図２．観光開発により変容している中国・海南島の

１村落

(3) 石油備蓄基地建設の影響―沖縄列島

本プロジェクトで最も焦点をあてた与勝半島沖の

島々での石油備蓄基地建設は、県及び町が承認し多国

籍企業により実施されたが、その主たる恩恵は都市住

民が得るものであった。当該地域住民は、この開発の

見返りとして行われた本島への架橋建設により生活の

利便性が向上したものの、地域社会は開発の過程で複

雑な反応を余儀なくされた。たとえば、基地建設に伴

う受益・受苦が島間さらには同一島内のグループ間で

異なるため、与勝半島域内のさまざまなグループ間の

利害衝突の激化、度重なる石油漏出による漁業をはじ

めとする地場産業への打撃、若者の都市への流出など

が起こった。さらに深刻なのは、石油備蓄基地建設に

必然的であった墓地移転に象徴的に示されるように、

住民の宗教心や環境保全意識の変容をもたらしたこと

である。基地建設に反対する住民は訴訟したものの敗

訴し、住民の多くが「ソフトレジスタンス」と呼ぶべ

き意識を内包した状況に陥っている。結果として、地

域社会に補償金が与えられ架橋建設により生活の利便

性が増したとしても、開発が地域社会住民に予測でき

なかった負の影響を多く与えることが明らかとなった。

このような影響の緩和のためには、開発主体側が中間

評価を繰り返すことと計画変更をも含む柔軟な対応が

不可欠なことが示された。より普遍化すれば、先進国

においても周辺地域に依拠する開発計画の立案・実施

に対し、国・地方政府（自治体）が地域社会と十分な

コンセンサス形成を得る必要性を示唆している３）。

図３．与勝半島に建造された石油備蓄基地

３．結論

開発がもたらす地域社会の発展を阻害する主たる要

因として、途上国では家父長的な開発計画がもつ地域

社会に対する過度の優位性、計画進行中に発生する予

測できない事態への対処法の欠如、世帯間差の拡大す

なわち環境的正義の悪化、先進国（日本）では周辺部

における開発計画が当該地域社会に与える多様な影響

への理解不足が抽出された。すべての地域に共通し、

開発により現金収入の増加を含む生活の利便性が増大

しても、住民が求める長期的な生存の質（QOL）を保

証することはできず、住民の環境保全意識にも負の影

響を与えていた。緩和方策として最も重要なのは、伝

統的な環境利用技術・環境保全意識の再評価と、住民

のキャパシティビルディングを援助し、開発計画への

主体的な関与を増大させることである４）。アジア地域

の環境保全を考えるとき、各国あるいは地域全体とし

て、周辺域との公平な関係の構築が最重要の課題とい

えよう。
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電子商取引対応型の新たな法システムの構築

－米欧の戦略と日本の役割－

Toward the Establishment of the New Legal System for the Emerging  
Electronic Commerce－The Strategy of US & EU and the Japan's Role 

 

プロジェクトリーダー

中里 実 東京大学大学院法学政治学研究科・教授

１．研究目的

本研究プロジェクトは、以下の４つの研究目的

に要約される。

（1）電子商取引に関する国際的競争のメカニズム

と、各アクター（国際組織・国家・企業・ＮＧ

Ｏ等）のガバナンスの在り方をも解明し、法制

度提言の前提とする。

（2）電子マネーの法的性格、証券等のペーパーレ

ス化、プロバイダーの刑事責任や課税のあり方

等々について、体系化する。

（3）研究プロジェクトの成果を、日本政府の対外

的発言に直接・間接に結び付ける。

（4）グローバルな法制度的視点を、各国の文化・

歴史、等等の大きな差異に十分配意した形で提

示する。

２．研究成果概要

本研究プロジェクトの成果の骨子は、中里 実

＝石黒一憲共編著『電子社会と法システム』

（２００２年・新世社）に示されている。

（1）電子商取引をめぐる国際的な競争は、国家間

のそれであれ、企業間のそれであれ、きわめて

熾烈なものである。日本がこの競争に敗れない

ようにするためには、正確な情報収集と、確固

とした戦略の採用が必要である。

（2）この点は、多方面に及ぶ各論的なものであり、

手短に要約することはできないが、『電子社会

と法システム』において整理したように、それ

ぞれの法分野における概念整理と体系化を行っ

た。

（3）それぞれのメンバーが、それぞれの分野にお

いて、たとえば審議会における発言等を通じて、

日本政府の政策形成に関与すべく努力した。

（4）インターネットの世界に、実は企業や国家の

明確な戦略が渦巻いている。電子商取引により

世界的な統合がすすむとして

自立性は十分に確保される必

なお、反省点もある。すなわ

関する国内における「従来の混

破」をなし得たと自負している

なペーパーレス化対応の法理論

は、残念ながら、最終的な「解

った。しかし、実は、世界中ど

論は、いまだもって存在しない

に検討を要する」としか言いよ

３．結論

電子商取引は、法の全ての領

パクトを有する。インターネッ

の初期には、従来の各国の法制

ペースにおいては十分に機能せ

ーを新たに構築すべきだ、とい

た。しかし、本研究プロジェク

議が、実は「根拠薄弱」である

とができた。法制度は法制度と

制度の延長線上に発展させてい

ると思われる。

なお、本研究の過程で、法律

ない様々なルールの果たす役割

ーの間で認識されるようになっ

ような問題意識が発展させられ

ら開始された、２１世紀ＣＯＥ

けるソフトロー研究（東京大学

研究科）へのつながった点を、指

４．主な発表論文

主は発表論文については、

http://www.jsps.go.jp/j-rftf/saish

を参照されたい。

４ 電子社会システム 複合領域
も、各国の特性や

要性がある。

ち、電子商取引に

乱状態の理論的打

が、他方、究極的

の構築等について

決」には至らなか

こにも十分な法理

のであって、「更

うがない。

域に、大きなイン

トの爆発的な発展

度は、サイバース

ず、サイバー・ロ

った議論が強かっ

トは、こうした論

ことを解明するこ

して、従来からの

くことが可能であ

にまではなってい

の重要性がメンバ

た。そして、この

て、２００３年か

プロジェクトにお

大学院法学政治学

摘しておきたい。

u/h14/f05_j.html

http://www.jsps.go.jp/j-rftf/saishu/h14/f05_j.html
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ここでは、専門家でない方々でも比較的容易に

入手できる単行本の形で発表された研究成果の一

部をかかげておく。
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情報市場における近未来の法モデル

Legal Models of Information Market in the Near Future 

プロジェクトリーダー

北川 善太郎 （財）国際高等研究所・副所長

１．研究目的

未来の法モデル論は、近代法の枠内にはない問

題ないしはその枠内では適切に扱うことができな

い重要な問題の解決を図ることを目的としている。

その法的枠組みとしては、立法提案もあれば政策

提案もあるし、新しい契約システムであることも

ある（北川善太郎『近未来の法モデル―近未来か

ら現代を考える―』高等研選書５、1999、51 頁以

下参照）。

本プロジェクト「情報市場における近未来の法

モデル」研究は、二元構造をもっている。まず、

著作権法制やアジア法、あるいは先端科学技術の

法制の近未来像を学際的共同研究で追求し、確定

した問題の解決システムを模索した。つぎに、こ

うした研究の成果を、インターネットで外部に発

信できる著作権取引システムを構築する研究を行

った。この後者が主たる研究課題であるが、それ

はインターネットやディジタル技術とともに生成

してきた情報社会の法的基盤整備のために、ディ

ジタル技術と契約との共生モデルを構築して著作

権問題を解決しようとするものである。知的財産

の権利管理と流通に関する知的財産取引市場モデ

ルであるコピーマートがそうである（図１参照）。

本研究はとりわけ研究機関における研究過程と研

究成果を統合する「学術情報システム」の高等研

モデルの構築を行った。

図１：コピーマート概念図

２．研究成果概要

 (1) 近未来の法モデル研究は、情報市場の重要問

題の発見と確定とその解決システムを追求する。

取り上げた問題はインターネット上の著作権や

知的財産の近未来像、科学技術（遺伝子診断や

ES 細胞等）の法モデル、アジア法の未来像、情

報法の未来像等と多岐にわたる。それぞれにつ

いて問題の発見と確定を試み、その解決システ

ムを模索した。研究会や内外で開催したシンポ

ジジウムから多様な研究成果が得られた。こう

した諸成果は、近未来の法モデル論の重要性と

多様性を示している。その成果は高等研の学術

出版から発信している。

 (2) コピーマートは、インターネットにおける著

作権問題解決を目的とする近未来の法モデルで

あり、本研究プロジェクトはその構築を目的と

した。この意味で(1)の著作権、電子取引や情報

研究は、法的基礎面で(2)と接続している。コピ

ーマート構築のためには基礎研究が必要である。

そのうち、コピーマート価格を対象とする「情

報価値」研究では、高等研学術出版を参考にい

わゆるコピーマート価格方程式案を策定した。

「コピーマート・コード」研究では研究過程と

研究成果を統合する学術情報システム「高等研

モデル」のメタデータとなるコピーマート・コ

ードを策定して、高等研の研究過程と研究成果

のコード化を終えた。「コピーマート・システ

ム」研究は高等研学術出版においてオンライン

版と書籍版が稼働している。「コピーマート技

術」は関連する技術項目について分析したもの

であり、その成果の一部はコピーマート化した。

「コピーマート・ミニマム」研究はコピーマー

トがどうかの判断テストを研究した。この研究

からコピーマートの汎用性が明確になり、コピ

ーマート応用研究部門が飛躍的に広がった（北

川著『コピーマート 情報社会の法基盤』（有

斐閣､2003）、北川監修コピーマート研究会編『イ

ンターネットにおける著作権取引市場』（新世

社､2003）参照））。「産学連携高等研モデル」

分野では産学連携の共同研究及び知的財産ルー

ルについて、北川著『産学連携高等研モデル』

４ 電子社会システム 複合領域
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（高等研報告書、2003）を出版。この産学連携

高等研モデルは、すでに若干の大型の産学連携

プロジェクトに採用されている。「化学物質コ

ピーマート」は多環芳香族炭化水素化合物に係

る 120 余の論文のコピーマート化と現物提供の

システムを構築し、著作権と製品とを統合した

拡大されたコピーマートへの道を切り開いた。

「電子出版コピーマート」は（社）日本書籍出

版協会と共同で電子出版に係る問題点整理して

出版コピーマートのビジネスモデルを検討した。

「映像コピーマート」は映像素材コンテンツの

コピーマートのビジネスモデルの策定を試みた。

コピーマートとして構築した学術情報システ

ム「高等研モデル」を応用した高等研学術出版

が２０点以上の高等研選書と高等研報告書を書

籍版で出版した。またこれらは「ウェブの書斎」

コピーマートで提供している（図２参照）。

図２：「ウェブの書斎」コピーマート

（http://www.copymart.jp/cmi/shosai_f.html）

３．結論

本プロジェクトで情報市場における近未来の法

モデルにかかる多様な問題を分析したが、それぞ

れが大型研究課題の対象となることが示された。

その一つでもある著作権取引市場モデルであるコ

ピーマートについては、さらに学術情報システム

の高等研モデルが構築された。そこでは知識ユニ

ットのメタデータであるコピーマート・コードに

より研究過程と研究成果を統合する学術情報シス

テムの基礎を固め、出版ビジネスモデルがつくら

れた。このコピーマート・モデルは同じ学術情報

が書籍版とオンライン版で提供されるもので新し

いビジネスの先例となろう。

コピーマート・モデルはプロジェクトの発足前

後から海外の著作権管理政策やビジネスに影響を

及ぼしていた。そのいくつかを紹介すると、Bruce 

Lehman 米国前特許商標庁長官は、コピーマート構

想が、クリントン政権が打ち出した情報スーパー

ハイウェイ政策の背後にあるものと同じであるこ

とに衝撃を受け、その政策に少なからず影響を受

けたとしている。また Ralph Oman 前米国著作権局

長は「フランシス・ベーコンは『新機関（The New 

Organum, 1960）』の中で自然を解明し、それを支

配、利用するという功利主義を打ち立てたが、コ

ピーマートはベーコンがなしなかったことを成功

させるかもしれない」と過分ともいえる評価を寄

せている（北川監修コピーマート研究会編『イン

ターネットにおける著作権取引市場 コピーマー

ト』（新世社､2003）196 頁以下）。

今後の展望として重要であるのは、コピーマー

トの著作権管理システムにつきない汎用性である。

知識ユニットに関する基礎研究のなかでコピーマ

ート・ミニマム論は、コピーマートを著作権取引

市場モデルという原型からその拡大モデルへ推し

進める理論を固めた。知識ユニットは、著作権と

ともにその他の知的財産取引システムに利用でき

る。また知識ユニットに著作物を利用するシステ

ム（教育システムや法律・契約システム）のライ

センスを埋め込むことも可能である。本研究の中

から、個人遺伝情報、技術移転、化学物質など多

方面での応用コピーマート構想が生まれつつあり、

法学者のみならず自然科学や医学分野の研究者と

の間でも内外の専門家と活発な交流を行っている。

コピーマート応用研究で実証したコピーマートの

汎用性は、コピーマートがあらゆるディジタル情

報の著作権・知的財産の情報取引市場にとどまら

ないこと、それに加えて情報関連の製品やシステ

ムを統合した未踏の情報市場の法基盤となること

を明らかにした。

４．主な発表論文

(1) 北川善太郎編『Copymart: The Product and Its 
Prospects』高等研報告書、2003 年。

(2) 北川善太郎『産学連携高等研モデル』国際高等

研究所、2003。
(3) 北川善太郎著『コピーマート 情報社会の法基

盤』有斐閣、2003。
(4) 北川善太郎監修、コピーマート研究会編『イン

ターネットにおける著作権取引市場 コピーマー
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電子社会と市場経済

Information Technology and the Market Economy 

プロジェクトリーダー

藤原 正寛 東京大学大学院経済学研究科・教授

１．研究目的

本研究の目的は、電子化が市場経済およびその

中における企業のあり方に与える影響を理論的・

実証的に分析することによって、２１世紀におけ

る経済システムの変化を予想し、望ましい政策や

法制度上の対応、企業・個人が選択すべき組織・

行動戦略を分析・評価することであった。以下の

３つの研究組織の下に８つのサブプロジェクトを

編成した。

(1) 経済システムのパフォーマンス変化（西村清

彦、柳川範之他）

(2) 民間部門の組織・戦略の変化（片平秀貴、新

宅純二郎、藤本隆宏他）

(3) 公的制度・政策の経済分析（岩井克人、藤原

正寛、金本良嗣他）

２．研究成果概要

（1）経済システムのパフォーマンス変化

国民所得統計を作成する際、ソフトウェア支出

を設備投資に計上する一方、品質を考慮した価格

指数を採用しないと、電子化の経済効果は明確に

現れない。これらの点に注意した、日本経済のＩ

Ｔ資本と労働についての詳細な産業別データベ

ースを構築し、ＩＴに代表される９０年代の技術

革新が、伝統的ものづくりに基づく日本のいまま

での高生産性に対してマイナスの影響を与えて

いることを明らかにした。この結果は、単に学界

や政府に大きな影響を与えている。

電子化の企業活動への影響を、日本が国際競争

力を持つゲーム産業を例にとってケース・スタデ

ィを行った。各社の企業戦略は多様であり、ソフ

トの開発・選別、媒体や流通機構の選択が、各社

の過去の経験によって大きく変わることを明ら

かにした。他方、ゲーム産業は、ハード・ソフト

間の弾力的な分業体制や、新たなソフトの参入な

ど、柔軟な産業構造を持ち、それが電子化に伴う

急激な変化のスピードに対処できた理由である。

（2）民間部門の組織・戦略の変化

電子技術導入がストレートに企業や産業の競

争力向上に結びつく、という単純な図式は成立せ

ず、特定の電子技術が競争力に結びつくかどうか

は、製品特性や取引方式と電子技術の相性（フィ

ット）、さらには、電子技術を使いこなす組織能

力の有無などに左右されることを企業間情報ネ

ットワークや3次元CADなどの分析を通じて明ら

かにした。

インターネットを活用して自動車購入・販売を

行うオンライン・バイイング・サービス（OBS）
企業を通じて、電子化が米国の自動車流通にもた

らした変化を分析した。OBS には、ディーラー

４ 電子社会システム 複合領域

ＩＴ（電子技術）
の選択

組織能力

製品アーキテ
クチャ

取 引 方 式
の選択

ﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ

電子技術と組織能力・取引方式・アーキテクチャ
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統合型やメーカー直販型に加えて、メーカーやデ

ィーラーと資本関係を持たないサードパーティ

ーOBS（TPOBS）がある。TPOBS は、多様な

車種の情報が短時間に低コストで獲得できる、複

数のディーラーを訪問することなしにワンスト

ップショッピングが可能になる、情報の中立性・

公正性が保てるなどの優位性を持っている。この

分析を通じて、中間流通業者の排除を引き起こす

「中抜き」より、新たにサイバー的中間流通業者

が加わったり、従来型業者がサイバー型業者に代

替されるケースの方が圧倒的に多いことを明ら

かにした。

（3）公的制度・政策の経済分析

通信政策と知的財産権政策を、コア・コモンズ

という考え方から検討した。伝統的に統合されて

きたハードのインフラ（周波数帯域や著作物）と

その利用権（無線LANや著作物のフェアユース）

を切り離し、後者をコモンズとして解放するとい

う考え方である。その背後には、ネットワークの

基幹部分で外部性の大きいプラットフォーム資

源は、共有形態が効率的だという最近の理論的理

解がある。電波利用でも、広い帯域を共有する無

線 LAN が生まれており、インフラ利用権（rights 
of way）をインフラ所有から分離して、誰でも自

由にアクセスできる共有形態とすることが有効

である。また、リース方式による周波数オークシ

ョンや地上波デジタル放送に関わるアナアナ変

換についての提言も行った。

行政サービスの電子化について、米国に比べた

日本の問題点は、電子化のメリットを発揮するた

めの政府のビジネス・アーキテクチャ改革が遅れ

ている点にあることを、電子入札システムなどを

例にとって明らかにした。特に、政策評価を前提

に、便益が費用に比べて高い政策手段を選択する

「価値分析」の手法が軽視されている点を指摘し

た。第二に、電子化に伴う公正な社会的意思決定

プロセスの変化を検討した。電子政府の登場は集

団決定支援システムの内容を変え、その結果、市

民参加の促進、参加層の拡大、市民参加の深化な

どの各側面で、社会的意思決定プロセスを変化さ

せる。

３．結論

ＩＴを使いこなす一級のもの造り組織能力を、

より多くの企業が構築できるようにする必要があ

る。そのためには、組織能力の優れた企業群の能

力構築活動の促進と、ベスト企業の組織能力の他

企業・他産業への伝播が必要である。

(1) 電子化の効果を的確に理解するためには、電

子化に伴うデータの再整理が必要である。

(2) 電子化がもたらす経済構造の本質的変化を

見据えた、政策や制度の再検討が望ましい。

通信・知的財産政策におけるコア・コモンズ

や、電子政府の政策評価のための価値分析の

導入などである。

４．主な発表論文

（1）奥野正寛、竹村彰通、新宅純二郎 編著『電子

社会と市場経済』ライブラリ 電子社会システム

2, 新世社, 1-355 頁, 2002 年.
（2）Computer Today（サイエンス社） 2001 年 6～

03 年 1 の連載全 16 編： 奥野正寛「電子化と政

府の役割変化」, 阿部誠「ブロードバンド時代の

メディア計画システム」, 林紘一郎, 池田信夫「通

信ネットワークにおける所有権とコモンズ」, 延

岡健太郎, 竹田陽子, 青島矢一「3 次元 CAD の製
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利用」, 下川浩一「インターネット自動車流通革
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定の社会情報基盤システム」, 池尾和人「電子化

と経済組織・経済取引」, 西村清彦, 峰滝和典, 白

井誠人, 黒川太「データで見る「IT 革新」」, 竹

村彰通「電子社会における個人情報の価値―統計
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情報倫理の構築

Foundations of Information Ethics 

プロジェクトリーダー

水谷 雅彦 京都大学大学院文学研究科・助教授

１．研究目的

「情報倫理(Information Ethics)」は、応用倫理学

(Applied Ethics)」の最も新しい部門の一つである。

一般に応用倫理学とは、今世紀の後半に爆発的に

発展したテクノロジーが人間社会につきつけた新

しい問題群に既成の社会的諸規範が即応しえてい

ないという問題意識に基づいて、現代社会特有の

倫理的コンフリクトの解決をめざす学問領域であ

るといえる。先に拓かれた領域としての生命倫理

や環境倫理は、わが国においても一定の成果をあ

げているといってよいが、情報倫理の領域は、わ

が国のみならず世界的に見ても未だ胞芽的な研

究にとどまっている。しかし、コンピュータ・サ

イエンスの急速な進歩、さらにはインターネット

に代表される世界的なコンピュータ・ネットワー

クの発達がもたらした倫理的問題の解決は、その

緊急度の点においても最大級の課題となっている。

特に、コンピュータやネットワークの不正使用、

ネットワークと文化間摩擦、プライバシー管理、

ネッワークにおける著作権や責任といった問題は、

各種専門領域をこえて早急に議論される必要があ

る。

本研究プロジェクトは、このような状態に対応

すべく、国内においてすでにこの領域での研究に

着手している倫理学者を中心に、社会学、情報通

信工学、 法学などの研究者の協力を得て、世界的

レベルでの情報倫理学の構築をめざした。

２．研究成果概要

5 年間を通じて、内外の情報倫理に関する資料、

研究文献を網羅的に収集した。玉石混淆かつ賞味

期限の短い資料や文献の多い中、古典となりうる

ものの選定、紹介を綿密に行ない、国内初の情報

倫理資料センターとしての基盤形成に成功した。

また、文献の収集のみならず、海外での実態調査

や研究者との討議を通じて得られた知見に基づき、

国内の倫理学者たちの手によって情報倫理に関す

る研究論文が執筆され、世界的レベルでの情報倫

理学の構築に着手した。その成果の一部が『情報

倫理学研究資料集』(全 4 巻、総頁数約 1700 頁)

に集約されている

他にも、『情報倫理学』(ナカニシヤ出版)、『情

報倫理の構築』(新世社)、『情報

善）など情報倫理学の誕生を広く

る形での成果発表も行なわれた。

分析を行える研究者と連携して、

る倫理とインターネット空間での

人々の意識と行動の実態を把握し

よる情報倫理に関する意識と行動

するための調査が日本、シンガポ

なわれた。調査結果は、『インタ

理行動の構造に関する国際比較調

日常倫理との関連性を中心に— 調

て結実している。

さらに、広島大学拠点では、50

究会や国内ワークショップおよび

ップの開催等によって、内外の多

育現場の教師との連携が図られ、

が国の情報倫理教育のあり方につ

その成果の現場へのフィードバッ

その成果は『FINE 広島研究会報告

などに集約されている。また、千葉

北米の大学におけるプライバシー

タベース、人文科学関連全文テキ

スを構築し、一般の利用に供する

初の目的を完全ではないが十分に

千葉大学における研究会の成果は

拠点研究報告書』(全 11 巻)などに

医療情報学会や看護情報研究会

日本医学哲学倫理学会国内学術交

病院管理学会指定研究会、及び日

「医療情報のプライバシー保護」

で計 3 回の「医療情報倫理ワーク

画、開催することで、医療情報の

ク化に伴う情報倫理の課題整理を

報の共有化と情報倫理規範(プラ

秘義務など)とのシステム的整合

めの、共同研究の基盤が確立され

点では、文部科学省や CEC、TAO 等

協力の下に、情報倫理教育用教材

わり、我が国ではじめての情報モ

作成された。また、シンガポール

の連携によって、我が国の情報倫

に考察するとともに、それらの成

４ 電子社会システム 複合領域
の倫理学』（丸

社会に知らしめ

また、社会学的

日常生活におけ

倫理についての

、個人の属性に

の特徴を明確化

ール、米国で行

ーネット上の倫

査— 情報倫理と

査報告書』とし

回に及ぶ定例研

国際ワークショ

くの研究者や教

それを通じて我

いての研究と、

クがなされた。

集』(全 13 巻)

大学拠点では、

ポリシーのデー

ストデータベー

ことにより、当

達成した。なお、

『FINE 千葉大学

集約されている。

との連携の下に、

流委員会、日本

本医療情報学会

研究会との共催

ショップ」を企

電子ネットワー

行い、有効な情

イバシー保護、守

性を模索するた

た。広島大学拠

の関連機関との

の開発等にも携

ラル研修教材が

などの諸外国と

理教育を批判的

果を諸外国への
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国際協力へと結びつける基礎も築かれた。千葉大

学拠点におけるデータベース構築作業において、

事例データベースの有効利用には、特性の組み合

わせを柔軟に処理するフレームが必要であること

が判明した。そのため今後の開発においてはエキ

スパートシステムや会話分析、データマイニング

等の手法を活用した表現手法の研究が重要である

ことが示された。

本プロジェクトでは、主に、コンピュータやネ

ットワークなどの情報技術がもたらした現代の倫

理的問題の解決を目指して情報倫理学の構築が試

みられてきたが、それにとどまらず、ヒトゲノム

解析研究における遺伝情報の管理問題、電子カル

テなどの医療情報システムの問題、地球環境に関

する統計データの取り扱いをめぐる問題、「情報

公開」や「内部告発」の問題などを情報という観

点から考察する試みも行われてきた。これは、従

来生命倫理学や環境倫理学、ビジネス倫理学とい

った応用倫理学の特定分野に属するとされてきた

問題について、情報という観点から「分野」横断

的に考察する視座を確立しようとする試みに他な

らない。この試みは、「たこつぼ化」が危惧され

る応用倫理学に対して顕在的・潜在的インパクト

を与えたはずである。さらに、例えば、著作権や

特許に関する考察は、「知を所有することはいか

なることか」といったハードな哲学的倫理学的問

いを惹起するとともに、この問いに向かうための

新たな観点を提供しうる。このように、本プロジ

ェクトの研究成果は従来の哲学や倫理学の研究を

より豊かなものにする、という展望も得られた。

千葉大学拠点ではさらに、社会学や教育政策との

統合の必要性を明らかにした。とくに社会学・政

治学的な側面が不可欠であり、概念分析と統計的

な手法を用いた実証研究の結合による有機的な連

環の形成が期待される。また方法論的な次元に関

わる地域的、文化的な文脈の比較研究を通じて、

情報倫理のグローバルな対象に関する研究として

の「文化情報学」の構築が考えられる。また、広

島大学拠点では、主に情報倫理教育のあり方につ

いて検討してきた。それによって、情報倫理教育

だけでなく、教育全体の今後のあり方についての

先駆的な研究成果を残すこともできた。学校の情

報化は、今後の学校のあり方を大きく変える契機

となるものであり、したがって情報化が子供たち、

教師、学校、親や地域社会に与える影響や、そこ

での教育のあり方を模索することは、今後ますま

す必要になる。その意味で、本プロジェクトの研

究成果は今後のこの分野の研究の基礎になるもの

と考えられる。

３．結論

我が国の情報化の急速な普及は、国民に多くの

利便性を提供するものではあるが、その反面で

様々な問題を引き起こすであろうことも指摘さ

れている。こうした状況において、我が国の「豊

かな国民生活の実現」のためには、インフラや法

制度の整備だけでなく、それらに関する批判的考

察が必要であり、また、実践的には、利用者とし

ての国民の情報モラルの修得が不可欠である。例

えば、本プロジェクト広島大学拠点では、未来の

豊かな情報化社会を支えるべき子供たちの情報

モラルの教育に関する研究が行われ、情報倫理教

育を取り巻くこれまでの我が国の状況が批判的

に検討され、今後の我が国の教育に何が必要なの

かが明らかにされた。こうした試みは、安全で豊

かな社会基盤についての研究として大きな意義

があった。そして、社会からの多様な要請に応え

て、医療情報の問題やプライバシーの問題など、

現実に即応した形での研究を行うとともに、基礎

的で重要な倫理学的問題に関する基本文献の収

集、それらに基づいた学術論文の執筆など、学術

的な知的資産の形成にも貢献した。

４．主な発表論文
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原子分子設計に基づく新機能材料の創製

－高減衰能材料の開発と応用－

Research and Development of New High Damping  
Materials Based on Atomistic Design 

 

プロジェクトリーダー

竹内 伸 東京理科大学基礎工学部・教授

１．研究目的

現代社会においては、電子・情報機器、交通産

業、エネルギー産業などさまざまな分野で、騒音

公害、ナノスケール技術の制御、疲労破壊など、

振動の制御を達成することは極めて大きな課題に

なっている。本研究ではこのような社会および産

業界からのニーズに対し材料サイドから解決する

ことを目指して

(1) 高強度または高比強度高減衰能材料の創製

(2) 高温または高温高応力下における高減衰能材

料の創製

(3) 高減衰能評価法の研究

(4) 創製した材料の実機への応用

を目的とした。

２．研究成果概要

研究目的に記述した(1)～(4)のそれぞれに対す

る成果の概要を記す。

(1) 高強度・高比強度高減衰能材料の創製：

この目的に対しては、高強度材料としてⓐ

Ti-Ni-Cu 及び Ti-Ni-Cu-H 金属間化合物で減衰

能 40％を達成、ⓑCo 添加 Fe-Cr-Mn ステンレ

ス鋼について 5%以上の高減衰能化を達成、ⓒ

水素化バルク金属ガラスで振幅に依存しない約

10%の高減衰能化を実現するなど 1GPa または

それを超える材料での高減衰能化に成功した。

図１は強度と減衰能の関係を従来材料と本プロ

ジェクトで開発した材料（2 重丸）についてプ

ロットした図である。高比強度高減衰能材料に

ついてはⓐMg-Cu-Mn の焼結材で高減衰能化

を実現、ⓑ加工制御された Al 合金の高減衰能化

などの成果が得られた。

(2) 高温（高応力下）高減衰能材料の創製：

ⓐ800℃まで高減衰能を示す超弾性酸化物

YNbO4を含む新しいセラミックスの開発、ⓑ酸

化処理によるC/C 複合材料の

くつかの新しい開発が行われ

性に問題は残ったが、従来の

減衰能を有する Ni基サーメッ
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(3) 評価法の研究：

ⓐ世界で初めて高温・高応

置を製作（図２）、ⓑ超音波エ

衰能測定法の確立などの成果

(4) 高減衰能材料の産業への応
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図２ 世界初の高温高負荷減衰能測定装置

他の項目は現在進行中である。用いられた材料は

Fe-Cr-Mn、M2052、MCM、Ti-Ni 系合金、鋳鉄、

複合材料等で、応用分野は、音響関係、ならびに

精密機器が最も多く、電子機器、計測機器、輸送

関連、エネルギーと広がっている。以下に応用例

を示す。図３にボルト・ナットの締め付け応力の

衝撃回数依存性を普通鋼と制振ステンレス鋼を比

較した結果を示す。制振鋼は低い締め付け力でも

ゆるまないことが分かる。また､磁気ハードディス

クドライバのアーム用材料の振動試験の結果の例

を図４に示す。上の写真は振動試験機で、下に高

減衰能 TiNi 合金とそれに水素を添加した試料の

振動の周波数依存性を示す。水素添加により実用

上障害となる共振ピークが殆ど完全に消失して、

優れた特性を示している。

図３ 普通鋼と制振鋼のボルト・ナットの締め付
け力の衝撃回数依存性

図４ 磁気ハードディスクドライバのアーム材の振
動試験機および TiNi および TiNi-H について
の試験結果

３．結論

振動・騒音問題を材料サイドから解決すること

を目的としてさまざまな高減衰能材料の開発を行

い、それを実機に適用する研究を行い、精密機器、

電子機器、音響機器など多くの分野に応用可能で

あることが示された。
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光電子スペクトロホログラフィーによる原子レベルでの

表面・界面３次元構造評価装置の開発

Development of Analytical Instruments for 3D Atomic Structure Determination 
of Surface and Interface by Photoelectron Spectro-Holography 

 

プロジェクトリーダー

二瓶 好正 東京理科大学理工学部・教授

１．研究目的
近年の各種製品の微小化・軽量化・高密度化・

高機能化などはそれを構成する素子や部品などの
発展に基づくものです。これらを創り出す手法の
発展に比べて、それを評価・分析する手法の発展
は必ずしも追い着ききれてはいません。特に、こ
のような素子を構成する薄膜材料に対して、原子
レベルで最表面を分析する手法はあるものの、薄
膜の内部や薄膜同士の接合部（界面）の構造や状
態を、非破壊でありのまま原子レベルで分析でき
る手法はほとんどありません。このような分析手
法を新たに開発すべく我々は光電子分光や光電子
回折をもとに、光電子スペクトロホログラフィー
法を提唱し、その分析手法の開発と装置化を以下
の観点から目指しています。
（1）独自技術にもとづく新しい分析手法の開発

とその装置化
（2）その分析手法・装置を用いた材料分析

特に、その装置化まで含めているのは、分析手
法のみの開発では各自が装置から始める必要があ
るために手法の敷居が高くなることと、独自技術
による装置化を通じて、世界的な基準を作り出し、
世界をリードすることが可能となるためです。こ
のような観点から以下のような研究を推進しまし
た。

２．研究成果概要
（1）装置開発

個々の独自技術を開発し、それらを一つにまと
めあげることにより、原子レベルでの新しい分析
手法、「光電子スペクトロホログラフィー」の創成
を行いました。

ア．実験室に「放射光」を（マルチエネルギー強力
X 線）
「夢の光」とも呼ばれる放射光、でもその設備

は非常に大きなものとなります。それと同じくら
い強い光を実験室でも発生できる 1m 程度の大き
さの X 線光源を新たに開発しました。この装置で
はエネルギーの異なる 3 つの X 線が使えます。そ
のうちの 2 つの X 線を使った軽元素薄膜の分析結
果を図 1 に示します。使う X 線により薄膜と下地
の情報を取り分けることができます。

イ．微に挑み、細を究める（高能率電子アナライザー）
物質の表面に X 線を当ててやると、光電子など

いろいろなものが発生します。光電子の出る方向
やエネルギーなどを精密に調べると、その物質の
表面の構造や状態が精密にわかります。高角度分
解能測定などに伴う微小信号を高能率でしっかり
と捉えることで細密な構造を明らかにできます。
そのような分析が可能な装置を開発しました。さ
らに高エネルギーや高速測定が可能な検出器も開
発しました。高精度測定により微細な特徴まで明
らかにできます。

ウ．「差」が生み出す立体像（差分光電子ホログラフ
ィー）
両目で物が立体的に見えるのは、左右の目で見

た際の微妙な違い(差)を感じ取っているためです。

２ マイクロビームアナリシス第１４１委員会

a) a) b) b) a) a) a) a) b) b) b) b) 

図 1.(a)従来 X 線源(Al-K)と(b)低エネルギーX 線源(Cr-L)に
よる軽元素薄膜系の光電子回折パターン(ホログラム)。X 線

の違いをうまく使えば薄膜と下地の情報が分離できます

図 2.高角度分解能測定の効果。矢印の部分の微細な特徴が

分解能を上げるほどはっきりしてきます。
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ホログラフィー(立体像再生)という手法では、物
に当たって届く光と直接届く光の違いにより物体
の立体像を作り出します。電子のホログラフィー
では光ほどきれいな像再生は行えません。特に光
電子を用いた場合には似た部分が強く出るために
像再生の元(ホログラム)が 1 つだけではうまく像
が再生できません。そこでこれまではホログラム
をいくつも使って像を再生していましたが、決し
て満足できるものではありませんでした。似たも
のでも「差」を取ることにより違いは際立ちます。
我々は２つのホログラムの差を取ることにより、
数個のホログラムの足し合わせより格段にきれい
な像再生が行えることを見出しました。この手法
により原子 1 つ 1 つを歪みなく立体的に捉えるこ
とを可能としました。

（2）応用 実用材料解析を目指して
上の要素技術を統合して、新たな原理に基づく

「光電子スペクトロホログラフィー」分析手法と
その装置化を達成しました。この装置を用いて実
際の薄膜試料での分析を行いました。

「使っているけどよくわからない」ものはたく
さんあります。より進んだ材料開発を進める上で
は、その機構(仕組み)等をしっかり理解すること
が欠かせません。電子顕微鏡などにも使われる高
輝度電子源では、普通のタングステンのフィラメ
ントに、酸化ジルコニウムをつけることで非常に
明るくなるのですが、その仕組みは必ずしもよく
わかっていません。動作している 1400℃近くの高
温での分析が難しいこともその一因です。我々は
上で開発した装置や手法を用いて、この高輝度電
子源の動作原理を明らかにするための測定を、動
作温度近くの高温で行いました。このような解析
を行っていくことにより、今ある「もの」の姿を
明らかにするだけではなく、将来ほしい「もの」

をつくるための指針を与えることが可能となりま
す。この他にも、各種薄膜材料の分析や、実際の
素子などの分析のための収束イオンビームや反応
性ガスを使った断面切り出し・精密加工法の研究
も行っています。

３．結論
（1）第 2 世代の放射光並の光の強度をもつ、3 種類

の光源を備えた実験室で使える強力 X 線源を新
たに開発しました。

（2）一般的な光電子測定の角度分解能より 2 桁、従
来の最高分解能測定と比べ 1 桁高い、超高角度分
解能かつ高能率な電子アナライザーを、独自に開
発した回折面アパチャーレンズにより、実現しま
した。また一般的な測定より２桁程度高速で測定
できる検出器を開発しました。

（3）たった 2 つのホログラムの差を取ることにより、
原子レベルでの歪みのない再生像を得る「差分光
電子ホログラフィー」の手法を新たに開発しまし
た。またさらに進んだ「微分」光電子ホログラフ
ィーの有用性を示しました。

（4）上の(1)~(3)の技術を統合し、「光電子スペクト
ロホログラフィー装置」を実現しました。明るい
光源と高能率な検出システムにより、1 ms オー
ダーでの高速測定や超高角度分解能測定や高エ
ネルギー測定など高精度の測定を実現しました。
原子レベルでの構造を、開発した分析手法により
得られます。

（5）上の装置を用いて、動作温度(1400℃)近くでの
高輝度電子源材料の構造解析を初めとして、薄膜
材料の分析を行いました。また実用材料分析への
応用を目指して、収束イオンビームや反応性ガス
を用いた断面加工・精密仕上げ法の研究も行って
います。

（6）これらの研究を通じて、計 5 件の特許を申請・
取得しました。これ以外にも、光源の研究成果を
中心に他の研究グループによる問い合わせや技
術転用が進んでいます。企業との共同研究を通じ
て、各企業の技術力や国際競争力の向上に役立ち
ました。また、ポスドクや企業若手を含めた、若
手研究者・技術者の育成を推進しました。

４．主な発表論文

(1) S. Shiraki, H. Ishii and Y. Nihei: "Design of a high 
angle-resolving electron energy analyzer," J. Electron 
Spectrosc. Relat. Phenom, 113, 199-205 (2001). 

(2) S. Omori, Y. Nihei, E. Rotenberg, J. D. Denlinger, 
S. D. Kevan, B. P. Tonner, M. A. Van Hove and C. S. 
Fadley: "Differential Photoelectron Holography: A 
New Approach for Three-Dimensional Atomic 
Imaging," Phys. Rev. Lett. 88, 55504-1-4 (2002). 

(3) Y. Nihei: "Determination of 3D atomic structure of 
surfaces and interfaces by photoelectron holography," 
Surf. Interface Anal., 35, 45-50 (2003). 

(4) H. Ishii, S. Shiraki, K. Tamura, W.-G. Chu, M. 
Owari, R. Shimizu and Y. Nihei: "Development of 
the Novel Instrument for X-ray Diffraction and 
Holography," Surf. Rev. Lett., 10, 505-510 (2003). 

(a) (b)(a) (b)

図 3.(a)従来法(足し合わせ)と(b)差分光電子ホログラフィー法

と比較(理論)。差分では○の原子位置に像が再生されます。

a) b)a) b)

図 4.(a)室温と(b)動作温度付近(1330℃)での高輝度電子源材料

の下地のタングステンのホログラム。動作温度付近の高温でも

高精度な測定・分析が実行されているのがわかります。
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超高速・超高コントラスト比フルカラー液晶

ディスプレイの研究開発

Research and Development of Ultra-fast and Ultra-high 
Contrast Ratio Full Color Liquid Crystal Display 

 

プロジェクトリーダー

小林 駿介 山口東京理科大学液晶研究所・所長

１．研究目的
本研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは、その高速度応答性から長年

期待されて来た強誘電性液晶ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ(FLCD)に
おいて高ｺﾝﾄﾗｽﾄ比、連続階調および TFT 駆動可能、
色順次ﾌﾙｶﾗｰ FLCD の実現を目指して研究開発を
行った。

その内容は以下のとおりである。

(1) 無欠陥 FLCD の作製－高ｺﾝﾄﾗｽﾄ比の実現－理

論、材料、配向技術、ｾﾙ作製に関する研究

(2) 側鎖型高分子安定による V 字及び Half V 字型

で高速応答(時定数 400µs)、かつ連続階調動作

の実現－PS-V-mode FLCD、PS-H-V-mode 
FLCD 

(3) TFT 駆 動 可 能 PS-V-mode FLCD 、

PS-H-V-mode FLCD の実現

(4) 高速応答性を生かして色順次(ﾌｨｰﾙﾄﾞｼｰｸｪﾝｼｬ
ﾙ)方式ﾌﾙｶﾗｰ LCD の実現

２．研究成果概要
（1）無欠陥 FLCD 作製による高ｺﾝﾄﾗｽﾄ比（700:1）

の実現
強誘電性液晶 (FLCD)は 1980 年に Clark と

Lagerwall により発表され、高速度応答性を示すた
め関心が持たれ世界各国で研究されてきた。

しかしｼﾞｸﾞ-ｻﾞｸﾞ欠陥という欠陥が発生し易く、そ

こに光漏れが生じて、高ｺﾝﾄﾗｽﾄ比が得られなかっ

た。本研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄにおいては、液晶配向膜の平

滑性がｼﾞｸﾞ-ｻﾞｸﾞ欠陥の発生に関係があることを

突き止めた。そしてその目的に合うﾎﾟﾘｲﾐﾄﾞ配向膜

として日産化学工業 RN-1199 が有効である事を明

らかにした。また併行して、無欠陥状態実現のた

めの理論、透明導電膜の平滑度、材料研究、FLCD
ｾﾙ作製条件、またﾗﾋﾞﾝｸﾞ法のほか光配向法、ｲｵﾝ

斜方照射法などの研究を行い、実用的な無欠陥

FLCD の作製法を世界で初めて確立した。(図１)

（2）連続階調 PS-V-mode FLCD、PS-H-V-mode FLCD
の発明と実現

FLCD は高速度応答(時定数数 10µs～数 100µs)
および広視野角を特徴としているが、1)双安定性

および、2)ﾄﾞﾒｲﾝｽｳｨｯﾁﾝｸﾞを示し、連続階調表示は

できない。本研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでは液晶性側鎖型高分

子(大日本ｲﾝｷ化学工業)を用いることにより高分

子安定(Polymer-Stabilization=PS)V 字型および半 V
字型ｽｳｨｯﾁﾝｸﾞ特性を示す FLCD を発明した。それ

らを PS-V-mode FLCD および PS-H-V-mode FLCD
と呼ぶ。前者は添加ﾓﾉﾏｰを重合中交流電圧を印加

する、また後者は直流電圧を印加することにより

得られる。無欠陥配向法と高分子安定法の適切な

組合せにより高いｺﾝﾄﾗｽﾄ比 700:1 および高い信頼

性をもって長期間動作が可能となる。

図２．PS-V-mode FLCD の特性図 1．無欠陥 FLCD の実現

３ 情報科学用有機材料第１４２委員会
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（3）TFT 駆動可能連続階調 FLCD の実現

本研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄによる PS-V-mode FLCD、

PS-H-V-mode FLCD は TFT ｽｳｨｯﾁ可能でﾏﾄﾘｸｽ表示

ができる。他のﾀｲﾌﾟの V-FLCD は自発分極が大き

く TFT ｽｳｨｯﾁできない。

（4）色順次(ﾌｨｰﾙﾄﾞｼｰｸｪﾝｼｬﾙ)方式ﾌﾙｶﾗｰ LCD の実現

本研究開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄで開発した PS-V-mode 
FLCD、PS-H-V-mode FLCD を用いて、VGA およ

び XVGA 仕様のﾌﾙｶﾗｰ LCD を試作した(図３)。そ

してそれら LCDs の特性評価を行った。その結果

実用化研究へと進めている。

図３．VGA 仕様ﾌｨｰﾙﾄﾞｼｰｸｪﾝｼｬﾙﾌﾙｶﾗｰ LCD

（5）今後の課題は入手可能な FLC 材料で実現可能

である。しかし PS-V-mode FLCD の十分な明るさ

を得るためには、ふれ角 30 度以上の FLC 材料の

合成が必要である。

３．結論

1)強誘電性液晶(FLC)の界面配向に関する研究

から無欠陥 FLC の配向法を確立した。2)また、側

鎖型高分子安定法により V 字型および半 V 字型ｽ

ｳｨｯﾁﾝｸﾞ特性を示す FLCD、PS-V-mode FLCD、

PS-H-V-mode FLCDs の発明と実現ができた。これ

ら 1)と 2)の適切な組合わせにより高ｺﾝﾄﾗｽﾄ比

700:1 が実現できた。そして 3)PS-V-mode FLCD お

よび PS-H-V-mode FLCD は自発分極の値に関係が

ないので薄膜ﾄﾗﾝｼﾞｽﾀ(TFT)での駆動が可能で、動

画表示対応可能(時定数数 100µs)で、連続階調を得

ることができる。4)これらの成果を基にｶﾗｰ順次(ﾌ
ｨｰﾙﾄﾞｼｰｸｪﾝｼｬﾙ)方式ﾌﾙｶﾗｰ LCD の試作開発を行い

性能を評価した。5)現在入手可能な FLC 材料でも

PS-H-V-mode FLCD は実用化が可能である。

PS-V-mode FLCD においては十分な明るさを得る

ためにはふれ角が 30 度以上の FLC 材料の合成が

望まれる。

４．主な発表論文
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極低消費電力・新システムＬＳＩ技術の開拓

Research on Ultra Low-power System LSI Technology 

プロジェクトリーダー

櫻井 貴康 東京大学国際･産学協同研究センター・教授

１．研究目的

私たちの身のまわりにはさまざまな電子機器が
あふれ、ディジタルマルチメディアやコンピュー
ター、移動体通信などが切り開く高度情報化社会
への移行が始まっています。そこで必要とされる
のは、動画や音声などの各種情報を、いつでもど
こでも誰でも扱えるような高度で多様な技術です。
大規模集積回路（LSI）は、このような情報インフ
ラストラクチャーやツールを実現するための基盤
となる部品であり、情報機器等の性能を決定する
極めて重要な技術
普及により、LSI
なく、電池等で長
費電力であること
高速・低消費電力
的なニーズに応え
などを 1 つのチッ
指向する必要があ
低消費電力高速シ
術・学問はまだ確
計の拠り所となる
した。

本プロジェクト
がら国際的な視野
ステム技術やアー
るとともに、従来
を提唱することに
速・新システム L
明確に示すことで
電力を 2 桁程度削
圧で高速動作する
を図りました。

２．研究成果概要

（1）0.5V 動作の低電圧プロセッサと電圧ホッピン
グ技術

LSI の消費電力を削減するのに最も有効な方法

は、電源電圧を下げることです。しかし、回路の

スピードが大幅に低下してしまいます。本プロジ

ェクトでは、必要に応じて高い電源電圧と低い電

源電圧を切り替えることができる、電圧ホッピン

グ方式を提案しました。この方式により、消費電

力を３分の１にすることができました。

既存のプロ

セッサでは、十

分に低い電圧

で動作させる

ことができま

せん。そこで、

0.5V という低

電圧で高速動

作するプロセ

ッサを試作し、

動作を確認し

ました。検証の

結果、電源電圧

が 0.8V 程度な

らば、しきい値

４ シリコン超集積化システム第１６５委員会

図 2 0.5V 動作、高速プロセッサ

•電圧ホッピング

•１V以下の

温度特性

•VDD,VTHの

最適化理論

•しきい値ホッピング方式
•しきい値ホッピング用デバイス
•新高速ALU

B
=
•部分は厚いtOX高VDD

図１ 本研究で
です。最近の携帯機器の爆発的
は高速・高機能であるばかりで
時間利用できるよう極めて低消
が必須となっています。また、
でかつ小型、低価格という多面
るためには、メモリや論理回路
プに集積した新しいシステムを
ります。しかし、このような極
ステム LSI を実現するための技
立しているとはいえず、LSI 設
確固たる指針がないのが現状で

の目的は、産業界とも連携しな
に立って、回路・デバイス・シ
キテクチャを学術的に体系化す
の枠にとらわれない新しい概念
よって、将来の極低消費電力高
- 78 -

SI を実現するための設計指針を
す。特に、従来の LSI より消費
減するため、0.5V という超低電
回路技術、デバイス技術の確立

電圧が 0V に近

い、漏れ（リーク）電力が支配的になる領域でも、

電源電圧を変化させるだけで DIBL(Drain 
Induced Barrier Lowering)効果によりリーク電

力を低減できることが分かりました。従って、今

後数年間は電圧ホッピングが有効であることがわ

かりました。その後は、しきい値を動的に変化さ

せるしきい値ホッピングが有効になるという予測

を立てることもできました。

（2）低リークメモリ

LSI のプロセス進化に伴って、リーク電流によ

る消費電力の増大が重大な問題になってきていま

す。このリーク電流の影響を大きく受ける、メモ

リの低リーク化も重要な課題です。メモリ部のみ

を高い電源電圧と高いしきい値電圧で設計する

dual-VDD 方式と、アクセスされているメモリセ

デジタル回路

メモリ

アナログ

•γの大きいデバイス

•高効率ライブラリ
•高速配線
•IDDQセンサ回路

•動的リーク制御
•リーク異常リペア

•0.5V PLL
•高効率DC-DC
コンバータ

GMOS
Boosted Gate MOS
Dual tox, dual VDD, dual VTH

•統計解析

提案された技術・理論
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ルのVDDやVSSを変化させるRow-by-Row方式

の二種類の方向を提案して検証しました。その結

果、ともに 2～3 桁のリーク電流の低減が可能で

あることがわかり、近い将来のメモリ部分の低電

力化に方向性をつけることができました。

（3）デバイスと回路の協調による低消費電力化

0.5V 動作の集積回路を構成するデバイスもま

た、低電圧で高性能である必要があります。リー

ク電流の増加を抑制するために、デバイスと回路

を協調させる Boosted Gate MOS（BTMOS）と

いう新しい回路形式を提案しました。CMOS 回路

と直列挿入するリークカットスイッチのゲート酸

化膜厚を厚くし、ゲートに電源電圧より高い電圧

を印加することにより、MOSFET のゲートから

の漏れ電流とスイッチオフ時のサブスレショルド

リーク電流の双方を抑えて低消費電力と高速性を

達成しました。

また、微細 MOSFET に基板バイアスを印加す

ると、量子効果により高速性が助長されることが

わかりました。これらの物理現象を積極的に利用

してデバイスの性能を向上させることができると

いう実験結果が得られました。デバイスの微細化

による、量子効果等の新しい物理現象を利用する

道筋ができたと言えるでしょう。

（4）チップ内ばらつきのモデル化

LSI の製造は、数百工程に及ぶ個別プロセス
を経て行われています。それぞれの工程には、
何らかのばらつきが必ず存在します。そのため、
製造後のデバイス特性もばらつきます。デバイ
スの微細化が進み電源電圧が低下するにつれ、
また、高速化、低電力化のために最適化された
設計においては、特性のばらつき量が大きくな
ることがわかりました。

また、大規模集積回路では、チップ上の場所に

より動作温度や電源電圧も変動しています。これ

らも特性変動につながります。LSI 設計において

は、これらのばらつきを正確に考慮して、必要十

分な設計マージンを確保する必要があります。チ

ップ内ばらつきとチップ間ばらつき成分を分離し、

それぞれをモデル化する手法を開発しました。ば

らつき成分の分離において中間モデルを用いるこ

とで、MOSFET モデルに依存しないばらつきの

モデル化を行なうことができました。

３．結論

本プロジェクトの成果を活用することで、すべ

ての産業を支える立場である半導体産業の発展へ

の指針を示すことができました。これを通して、

豊かな国民生活を実現する上で重要な役割を果た

すことができたといえます。

また、従来は別々に研究を行ってきた回路設計

者とデバイス研究者が、一つのプロジェクトで協

力して低消費電力化という共通の目標に取り組む

という新しいタイプのプロジェクトでしたが、大

きな成果を挙げ、集積回路工学の未来を切り開く

ことができたと考えられます。
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極限精度バイオナノマニピュレータの研究開発

Development of Ultimate Precision Bio-Nanomanipulator 
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１．研究目的

本研究プロジェクトでは、生体を構成するタン
パク質、DNA、染色体、細胞膜、そして細胞など
の分子や構造体の硬さ、柔らかさなど従来は測定
例の少ない力学的性質を単一分子レベルで測定す
る方法を開発する。そのような測定値は、生体分
子や構造体を人為的に操作する場合に大いに役立
つことが期待される。生体構造の人為的操作方法
の確立は細胞手術法の開発に不可欠の重要事項で
あり、今後の遺伝子治療、再生医療などの基礎技
術となるばかりでなく、現在多くの動物を使って
行われている医薬の試験を細胞レベルの実験で置
き換えるために必要不可欠な技術である。

２．研究成果概要

（1）単一タンパク質分子の力学的強度の測定
今後のナノテクノロジーでは、原子･分子の操

作・組立てというレベルでの技術的展開が期待さ
れている。生体高分子の機能を利用するバイオナ
ノテクノロジーにおいても、DNA、タンパク質、
多糖類、脂質膜など生体構造を作っている素材を
人為的に組み立てるという時代を予想している。
将来、人間の手で分子機械を組み立てる際には、
多くのプロセスを人為的な方法で促進することが
必要となるであろう。そのとき必要なのは、生体
高分子の力学的性質に関する情報である。これは
人間が巨視的な機械を作る場合のことを考えると
よく理解できる。材料に関して、融点、凝固点、
比熱などの熱力学的性質だけでなく、伸びや曲げ
に関する弾性率のような力学的係数が必要である。
本研究はそのような基礎を分子レベルで築くこと
を目的としている。

図１．

原子間力顕

微鏡の構成

図.
レーザー光

片持ち梁の

背面から反

射され、試

料と探針相

互作用によ

バネの変位

を記録する

まず本研究ではαヘリックス構造を持つポリペ
プチド、タンパク質カルモジュリン、炭酸デヒド
ラターゼ、OspA タンパク質などの分子の両端を
原子間力顕微鏡(AFM)の探針と基板にそれぞれ共
有結合により結合し，探針-基板間距離を増大する
ことにより分子を引き伸ばした． 図１に AFM の
構成図を示した。

（2）カルモジュリンの延伸力学

カルモジュリン（分子量 16,000、148 アミノ酸
残基、全長約 55nm）はαヘリックス構造を持つタ
ンパク質であり、αヘリックス構造を持つタンパ
ク質の力学的性質を研究するためには格好の試料
と考えた。上に述べた方法でカルモジュリンを
AFM の探針と基板の間にはさんだあと、上下に延
伸する。カルモジュリンはその両端にシステイン
残基を導入して架橋剤による結合を促進するよう
にしてある。その結果、図 2 にしめすような延伸
曲線を得た。

カルシウム結合型と非結合型ではαヘリックス
構造の含量に大きな違いは無いので、カルモジュ
リンの力学的性質のちがいは、カルシウムイオン
の結合によるものと考えられる。全長の 70%程度
まで伸びた点でカルシウム結合型にはフォース･
ピークがあるが、これがカルシウム結合部位の破
壊とこれに続くカルシウムイオンの脱離に対応す
ると考える。

図２．タンパク質カルモジュリンのカルシウム結合型と

非結合型の力学的延伸曲線

５ ナノプローブテクノロジー第１６７委員会
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（3）生細胞内部からの mRNA 採取・同定・定量法
の開発

AFM 探針を生細胞内に押し込んでから引き出
すと、探針には細胞内の分子が吸着して採取され
る。細胞内から引き抜いた探針を試料として
RT-PCR 法により RNA の増幅を行うと、細胞内で
常時発現されているアクチンタンパク質に対する
mRNA を 96%以上の高い確率で検知することがで
きる。図３に方法の概略（上）とアクチン mRNA
の細胞内局在を検出した結果を示す。

図３．生細胞からの mRNA 採取・同定・定量方法の概略
（上）(a),(b)は光学顕微鏡下の生細胞、(c),(d),(e)は生細胞
への AFM 探針の接近、右は探針による mRNA(赤)採取の
模様、と（下）細胞内での局在測定結果

（4）生細胞表面におけるタンパク質採取・同定・
定量法の開発
生細胞表面にはいろいろなタンパク質があり、

主として静電的相互作用で脂質膜に結合している
表在性タンパク質、脂質膜を貫通して細胞内にま
で達するドメインを持つ内在性タンパク質、さら
にこれら膜タンパク質に非共有結合的に結合して
いるリガンドタンパク質などさまざまである。こ
れらの中で最も興味深いのは受容体やイオンチャ
ネルとして働く内在性のタンパク質であるが、こ
れらを AFM 探針先端に集める方法を開発した。
この方法では探針に共有結合性架橋剤を固定して
おき、これを細胞表面に接触させると、細胞膜に
存在するアミノ基と反応させる。その後、探針を

引き上げると、いろいろなタンパク質が探針先端
に結合してくる。

図４．生細胞膜からのタンパク質引抜きに要する力の分
布．0.5 nN 程度の力で引抜かれる場合はもっとも多い.

３．結論

以上述べたタンパク質や細胞を操作する方法を

統合した技術の開発は今後の生物・医学領域に貴

重なナノテクノロジー的手法を提供するものであ

る。これらの方法により、今後は生細胞を対象と

する人工操作は細胞研究の重要な技術として発展

することが期待される。その普及のための、操作

が容易で安価な細胞操作機器の開発が次の目標と

なる。
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